
序 論

本稿では，インドネシアのオランダ植民地統

治下において，植民地の政治経済の制度変革に

伴う経済変動と，主として食糧生産を犠牲にし

て，世界市場向けの第１次産品（輸出農産物

――砂糖およびゴムなどの熱帯換金作物――と鉱

業生産物――主に錫および石油など――）生産に

特化していった貿易依存経済の下での，対外貿

易を通して世界経済および世界市場における第

１次産品に対する需要の変化を反映した景気循

環を考察することを目的とする。そこで，同国

の植民地時代における景気循環を，近年のイン

ドネシア経済史および長期経済統計資料に関す

る研究成果を基に，長期経済統計データを景気

指標の手法によって数量化し，分析することを

試みたものである。

はじめに，インドネシアの景気循環の分析に

入る前に，同国経済の基礎的条件を概略する。

インドネシアの国土は，赤道を挟んで北緯６度

から南緯１１度の南北１８８８キロ，東西５１１０キロの

海域に位置し，１万３６６７の島々から構成されて

いる世界最大の群島国家で，その国土面積は，

１９０万４０００平方キロにおよび日本の約５．１倍に達

する。そして，気候は，そのほとんどが熱帯雨

林気候に属し，高温多雨の湿潤な熱帯地域で熱

帯農業に適した自然環境となっているため，農

業資源（ゴム，砂糖およびコーヒーなどの熱帯工芸

作物と食糧――米およびメイズなど――，蔬菜，

熱帯果実などの国内消費用作物），森林資源およ

び水産資源に恵まれた国である。同時に，イン

ドネシアは，鉱物資源（石油，天然ガスおよび

錫など）にも恵まれた国でもある。また，同国

は，第２次世界大戦後，オランダとの独立戦争

に勝利して，オランダが植民地支配していた当

時，オランダ領東インド（Nederlandsch Indië.

日本語略称は蘭印）と呼ばれた植民地を継承し

て，人工的に形成された多民族国家で，３００以

上の種族と２５０種の独立言語が存在すると推定

されている［日本貿易振興会１９８９，２］。その人

口は，２０００年人口センサスによれば，２億６２６

万人［Badan Pusat Statistik２００３］で世界第４位

の大国である。

しかし，インドネシアの歴史的過程をみると，

けっして平坦なものではなかった。第２次世界
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大戦後の独立まで，インドネシアは，１７世紀初

頭から徐々にオランダの植民地支配下に組み込

まれた。旧植民地時代の社会経済を回顧すると，

植民地政府のジャワ戦争の戦費埋め合わせと，

オランダ本国の財政支援を目的として，１８３０年

に成立した栽培制度（Cultuur-stelsel．一般に，

この制度はその本質が強制的なものであったこと

から，強制栽培制度と邦訳されている）によって，

蘭印経済は長く停滞を続けた。その後，ヨーロ

ッパにおける自由主義思想による植民地支配批

判の台頭と，スエズ運河の開通等によって，世

界経済の背景が大きく変化していった。その結

果，１８７０年に成立した農業法（正しくは農地法

〔Agrarische Wet〕と農地令〔Agrarische Besluit〕

をさす）によって，この栽培制度は，砂糖とコ

ーヒーを除いて，完全に撤廃された（注１）。この

制度の撤廃は，租税制度的にみると，物納から

金納に変化したことを意味する［大木１９８４，９１］。

しかし，砂糖の強制栽培は，１８９０年まで続いた。

さらに，コーヒーの強制栽培にいたっては，１９１７

年まで続いた［満鉄東亜経済調査局１９３７，１３８―

１３９；アジア協会１９５７，１６０］。この間，蘭印の通

貨制度は，１８７７年に変則的な金本位制（注２）に移

行し，対外貿易発展の基礎が確立した。さら

に，１９１０年頃には，１８７３年から続いていたアチ

ェ戦争がほぼ終わり，西イリアン（現イリヤン

ジャヤ）を除く現在のインドネシア全領土が，

オランダの植民地支配に組み込まれた。このよ

うな状況の下で，第１次世界大戦が勃発するま

で，同植民地の第１次産品の生産と貿易は，順

調に拡大していった。しかし，第１次世界大戦

勃発前後から同植民地の政治経済構造が大きく

変化した。

第１に，植民地政府の財政金融が，１９１２年に

オランダ本国から分離独立した点である。

第２に，第１次世界大戦後，植民地政府によ

って，蘭印内の工業製品の安定供給を図るため

に，製造業を育成するための調査が行われた点

である［満鉄東亜経済調査局 １９３７，２４８―２５０］。

この点は，第１次世界大戦前まで，ヨーロッパ

からの輸入に依存していた領内の工業製品が，

ヨーロッパを主戦場とした第１次世界大戦勃発

によって，蘭印のヨーロッパからの輸入が困難

となり，領内に工業製品の供給不足が発生した

ため，これを回避することを目的とした，第１

次世界大戦直後の蘭印工業化論の昂揚が，その

背景となっていた。しかし，第１次世界大戦直

後の蘭印工業化論は，１９２０年代のヨーロッパの

戦後復興景気のもとで大きく後退した。その結

果，製造業育成政策は，具体的な製造業への

補助金等の形で経済政策に反映されなかった

［Booth１９９８，３８，４２―４５］。ただ，その一方で，

この時代は，１８３０年代以降のオランダ政府によ

る植民地支配のもとで，他の時期に比べて，よ

り顕著な財政支出の増加がみられた時期であっ

た。特に，経常支出に比べて，公共事業支出が

増加し，国内製造業の成長が促進され，国内粗

生産における同産業の構成比が上昇した［Booth

１９９８，３４―３８，８６―８８］。その結果，表１の産業別

水力発電機使用許可におけるインドネシア住民

による農産物加工産業（キャッサバおよびタピ

オカ工場と精米工場）や表２の工場法に基づく

事業所におけるその他産業（分類不能な雑多な

産業）の顕著な増加がみられ，インドネシア住

民によると思われる自立的な零細産業が自然発

生的に生まれたと考えられる。この点は，ブー

ケ（Julius Herman Boeke）やファーニバル（John

Syndenham Furnivall）以来の２重経済論のも
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とで培われた欧米資本による大規模産業の発

達をもって，工業化が進展するとする経済観

［Boeke１９４６，７―８；Furnivall １９４４，４４６―４５９］を

否定するものである。

第３に，第１次世界大戦後の１９２０年代末～１９３０

年代央までの不況（注３）下において，世界の列強

の経済および貿易の保護主義化傾向のもとで，

蘭印においても，領内の産業保護のための輸入

関税の引上げ等の関税政策，輸入制限および許

認可行政等の非関税障壁を実施するための諸法

令がつくられた点である（注４）。

第４に，同植民地の主な輸出商品であった第

１次産品が，第１次世界大戦後に発生した世界

的な不況の下で，世界的に供給過剰となった点

である。そのため，１９３０年代になると，錫をは

じめとする第１次産品の国際的な生産および輸

出の協定が成立し，蘭印の植民地政府は，国際

的な協定にしたがって，主要な輸出商品の生産

および輸出の調整を行った［満鉄東亜経済調査

局 １９３７，１４５―１７７，２３５―２３８；平野 １９６８，１７１―１７４］。

第５に，１９２０年代末～１９３０年代央の世界的不

況の下で，多くの諸国が金本位制から離脱した

表１ 蘭印の産業別水力発電機使用許可件数および発電許可容量構成
（％）

年

長期および定期期間使用許可操業中事業所構成比

総 計

資料
西洋資本エステート

産業
住民農産物加工産業

製氷および
炭酸水工場

その他産業

許可件数 許可容量 許可件数 許可容量 許可件数 許可容量 許可件数 許可容量 許可件数
許可容量
（馬力）

１９２５ ４１．８５ ５７．３６ ４７．８９ ６．５９ ６．６０ ５．１３ ３．６６ ３０．９１ ６２８．５ ３４，６２３．０ IV１９４１

１９２９ ５３．０１ ６０．３８ ３３．１３ ６．１２ ７．７６ ４．９７ ６．１０ ２８．５３ ５７３．５ ３９，１４９．０ IV１９３３

１９３０ ４３．０４ ６２．８３ ４６．１３ ６．３４ ６．１２ ４．７４ ４．７１ ２６．０９ ７４３．５ ４２，８０２．０ IV１９４１

１９３１ ４３．２３ ６５．１８ ４５．７４ ５．２７ ６．１５ ４．６０ ４．８９ ２４．９５ ７５６．５ ５１，６３２．０ IV１９３５

１９３２ ４３．４３ ６７．１７ ４５．６８ ５．４１ ６．１４ ４．８１ ４．７５ ２２．６１ ７５７．５ ４９，４３９．０ IV１９３７

１９３３ ４３．５２ ６７．３２ ４５．６３ ５．２９ ６．１１ ５．１７ ４．７３ ２２．２２ ７６０．５ ５０，２８８．０ IV１９３７

１９３４ ４２．８８ ６４．９２ ４６．９５ ５．６１ ５．８５ ５．５２ ４．３１ ２３．９４ ８１１．５ ４６，８３０．０ IV１９３７

１９３５ ４２．６９ ６５．５３ ４７．０９ ５．９８ ５．６９ ４．４８ ４．５３ ２４．０１ ８１７．５ ４６，７０３．０ IV１９４１

１９３６ ４２．３０ ６５．８１ ４７．６１ ６．２６ ５．６２ ４．４０ ４．４７ ２３．５３ ８２７．５ ４７，５６３．０ IV１９４１

１９３７ ３８．２１ ６５．０５ ５２．３７ ６．３２ ５．１７ ４．４７ ４．２５ ２４．１６ ９１８．５ ４８，３５７．０ IV１９４１

１９３８ ３７．８５ ６６．８４ ５３．０６ ６．３０ ４．９４ ４．２３ ４．１５ ２２．６４ ９４０．５ ５０，９７９．０ IV１９４１

１９３９ ３７．６９ ６６．６４ ５３．２８ ６．８３ ４．９７ ４．２３ ４．０６ ２２．３０ ９３６．５ ５０，９４１．０ IV１９４１

１９４０ ３７．１４ ６３．６７ ５４．０８ ６．５９ ４．６８ ３．９２ ４．１０ ２５．８２ ９５０．５ ５３，５５８．０ IV１９４１

（出所） Indisch Verslag II（１９３３，２５４―２５５；１９３５，２５９―２６０；１９３７，２９０―２９１；１９４１，３３８―３３９）．

（原資料注） この統計は不十分なものである。

住民農産物加工産業は，キャッサバおよびタピオカ工場と精米工場。

製氷および炭酸水工場と電力会社の小数点以下の数値は，電力会社に併設された製氷工場の許可で

ある。

（著者注） �１ 本表の総計は，原資料から電力会社を除いた合計。

�２ 表の資料は，IV１９３３が Indisch Verslag II（１９３３），IV１９３５が Indisch Verslag II（１９３５），IV１９３７が

Indisch Verslag II（１９３７），IV１９４１が Indisch Verslag II（１９４１）を示す。
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なかで，同植民地は，１９３６年まで金本位制を維

持したため，１９３０年代初頭以降，金本位制離脱

国に比べて，為替レートが割高であったことか

ら，同植民地の輸出が阻害された点である［鈴

木１９９１，１４８―１４９］。

これらの変化の結果，蘭印経済では，第１次

世界大戦直後の１９２０年代以降，製造業などにイ

ンドネシア住民による自立的な零細産業が増加

した。他方，農業においては，エステート産業

（プランテーション）を中心とした輸出農産物の

生産が減少し，現地住民の農業（小農）による

米を中心とした食糧生産が拡大した［満鉄東亜

経済調査局１９３７，１７４―１７７］。このような，蘭印

の政治経済の制度変革の下で，イギリスおよび

アメリカなどの欧米の強国との対外貿易が，同

植民地経済の周期性を持った景気循環に，どの

表２ 蘭印の工場法に基づく事業所数
（単位：事業所）

年 １９２５ １９３５ １９４０
１９２５

構成比（％）
１９３５

構成比（％）
１９４０

構成比（％）
１９２５－１９３５
構成比変化（％）

１９３５－１９４０
構成比変化（％）

事業所数総計 ３，２４１ ５，９０４ ７，４２９ １００．００ １００．００ １００．００ ０．００ ０．００

織物工場 ０ １９ ８２ ０ ０．３２ １．１０ ０．００ ０．７８

機械作業所 ５０ ５８ ５９ １．５４ ０．９８ ０．７９ －０．５６ －０．１９

修理作業所 １９３ １４４ ２３０ ５．９５ ２．４４ ３．１０ －３．５２ ０．６６

鉄道 １５ ５４ ５１ ０．４６ ０．９１ ０．６９ ０．４５ －０．２３

印刷所 ８９ ２２５ ２４１ ２．７５ ３．８１ ３．２４ １．０６ －０．５７

セメント石灰作業所 ２３ ２９ １６ ０．７１ ０．４９ ０．２２ －０．２２ －０．２８

発電所 １１３ ３１２ ４８６ ３．４９ ５．２８ ６．５４ １．８０ １．２６

製材工場 ９７ １１６ １４６ ２．９９ １．９６ １．９７ －１．０３ ０．００

製紙工場 ２ ３ ６ ０．０６ ０．０５ ０．０８ －０．０１ ０．０３

エステート合計 １，５１２ ２，２４５ ２，３３７ ４６．６５ ３８．０３ ３１．４６ －８．６３ －６．５７

カポック加工 ３０ ７４ ８１ ０．９３ １．２５ １．０９ ０．３３ －０．１６

コーヒー加工 ３４ ９６ ８６ １．０５ １．６３ １．１６ ０．５８ －０．４７

植物油 １８８ ２２９ ２０２ ５．８０ ３．８８ ２．７２ －１．９２ －１．１６

葉タバコ工場 ２ ３ ３ ０．０６ ０．０５ ０．０４ －０．０１ －０．０１

紙巻きタバコ工場 ７ ２２ ２４ ０．２２ ０．３７ ０．３２ ０．１６ －０．０５

飲料水 ６１ １３９ １２９ １．８８ ２．３５ １．７４ ０．４７ －０．６２

製氷工場 １１５ １３１ ２０４ ３．５５ ２．２２ ２．７５ －１．３３ ０．５３

酸素工場 ４ ３ ４ ０．１２ ０．０５ ０．０５ －０．０７ ０．００

花火工場 ２５ ２７ ２５ ０．７７ ０．４６ ０．３４ －０．３１ －０．１２

ダイヤモンド研磨 ５ ６ １０ ０．１５ ０．１０ ０．１３ －０．０５ ０．０３

ポンプステーション ２０１ ４０２ ６００ ６．２０ ６．８１ ８．０８ ０．６１ １．２７

映画娯楽 １３５ ２９８ ３３９ ４．１７ ５．０５ ４．５６ ０．８８ －０．４８

その他 ３４０ １，２６９ ２，０６８ １０．４９ ２１．４９ ２７．８４ １１．００ ６．３４

資料 IV１９３１ IV１９４１ IV１９４１

（出所） Indisch Verslag II（１９３１，２９０―２９１；１９４１，３２４―３２５）．

（注） �１ 原資料の誤りと思われる１９３５年のその他の値（１，２８８）は，１，２６９に修正し構成比を算出した。

�２ 表の資料の IV１９３１は，Indisch Verslag II（１９３１）を示し，IV１９４１は Indisch Verslag II（１９４１）を示す。
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ように反映されたかを，以下で検証する。

Ⅰ 景気循環の分析対象と方法

はじめに，蘭印経済の景気循環の具体的な分

析に入る前に，簡単に景気循環の発生原因別の

一般的分類と，本稿で用いた分析方法を述べる。

景気循環は，５０年前後の周期を持つコンドラ

チェフの長期波動を除けば，循環の周期的期間

と原因から，３～４年の周期を持つ在庫循環

（Kitchin cycle），１０年前後の周期を持つ設備循

環（Juglar cycle）および２０年前後の周期を持つ

建設循環（Kuznets cycle）の３つの循環に分け

られる。そして，コンドラチェフの長期波動は，

これらの短期ないし中期循環的変動が飛躍的な

変化を遂げ，周期性の不連続が発生することを

原因とする，５０～６０年周期の波で，一般に物価

および利子率の変動の形であらわれる（注５）。

以上が景気循環の一般的分類である。ただ，

本稿では，後述するような蘭印時代の統計デー

タの大きな制約の下で，インドネシアの歴史的

連続性を持った経済発展の下での景気循環の抽

出を主眼とするため，設備循環，建設循環およ

びコンドラチェフの長期波動である中長期的な

循環を分析対象とした。また，具体的な蘭印経

済の景気循環の分析にあたっては，主にマクロ

経済指標の修正変化率循環（注６）をもって行った。

そして，インドネシアの景気循環の日付は，特

定のマクロ経済指標を選択し，ディフュージョ

ン・インデクス（Diffusion Index: DI）を作成し

て確定した。DIによる景気の日付確定は，一

般に，マクロ経済指標の月別データを先行指数，

一致指数および遅行指数に分類して，各指数の

日付を確定したうえで，３つの指数を総合して

最終的に判断し決定するものである。たとえば，

長田・平塚（１９９２）などがあげられる。しかし，

蘭印時代の DIを作成するには，月別のマクロ

経済指標となる統計データが全く整備されてい

ないので，年別時系列データを用いた。その分

析期間は，１８３０年代～１９３０年代の１００年あまり

とした。また，分析しようとする循環が，中長

期の景気循環であるため，ある程度の系列デー

タの継続性および質的な制約を考慮し，設備循

環の２倍程度の２０年前後の期間毎に系列変更を

行った（注７）。そして，各期間ごとの景気指標の

先行遅行関係および景気日付確定は，はじめに，

各期間ごとに得られた景気指標の総合経常ディ

フュージョン・インデクス（Current Diffusion In-

dex: CDI）（注８）を作成し，暫定的な景気日付を

確定し，これを基に先行，一致および遅行指数

に分類し，同時に経済の各分野の均衡を考慮し，

先行，一致および遅行指数の絞りこみを行い，

総合 CDIおよび総合歴史的ディフュージョン・

インデクス（Historical Diffusion Index:HDI）（注９）

を作成し，再び暫定的な景気日付を確定し，同

時に先行，一致および遅行指数の暫定的な景気

日付を確定し，経済の各分野の均衡を考慮し，

先行，一致および遅行指数の絞りこみあるいは

変更（注１０）を行い，CDIおよび HDIを作成し，

総合，先行，一致および遅行指数の日付を確定

した（注１１）。また，DIを作成するにあたって，

蘭印時代の長期統計データをみると，物価系列

と実物経済のマクロ経済指標系列（主に，第１

次産品の生産量および実質値などの実物経済）の

動きに，ほぼ２０～４０年おきに相反する動きがみ

られた。このような現象の原因は，物価と実物

経済の本質的相違による。物価は，本来，実物

経済の需要と供給を一致させるものであって，
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通貨供給量ないし貨幣所得の需要制約が，実物

経済に比べて弱く，商品の市場における希少性

という主観的価値判断に依存し，物価変動の上

限下限の振幅が大きい。その一方で，実物経済

は，資本，労働，土地，技術および経済制度等

の制約を強く受け，実物経済変動の上限下限の

振幅が物価に比べて小さい。そのため，これら

生産要素の制約によって，生産が限界に達した

下で，人口が拡大し，需要が増加した場合，市

場機能が麻痺し生産の増加を伴わない物価上昇

が比較的長期に発生する。また，新しい技術お

よび経済制度の出現によって，人口拡大に伴う

需要の増加を上回る生産の飛躍的拡大が発生す

ると，生産増加のもとで，比較的長期にわたり

物価が低下し，その後，市場機能が回復すると

考えられる。このような物価と実物経済の相反

現象は，４０～６０年前後の周期で発生するコンド

ラチェフの長期波動の上昇および下降期に発生

すると考えられる。そこで，景気循環の分析に

あたっては，DIを実物経済のマクロ経済指標

系列の景気変動を示す実物経済 DIと，物価変

動を示す物価 DIに分離して作成し分析した。

そのさい，実物経済 DI作成にあたって，はじ

めに，各期間の実物経済のマクロ経済指標系列

を経済分野別に，財政，資本・投資，生産，貿

易および金融に分類し，各分野における個別指

標の変動の規則性および経済的重要性によって，

各分野の均衡をたもって採用系列の絞り込みを

行ったうえで，各採用系列を先行，一致および

遅行の各指数系列に振り分けた（注１２）。また，物

価 DI作成にあたって，各期間の物価の指標系

列が，実物経済のマクロ経済指標系列に比べ極

端に少ないために，総合輸出価格，総合輸入価

格，総合貿易デフレーターおよび生計費の一般

的な総合物価指数と対外貿易におけるウエイト

の高い貿易財の価格指数を総合指数系列として

採用した後，その後，先行，一致および遅行指

数に振り分けて，各指数の採用系列を決定し

た（注１３）。

以上の DIによる分析の結果，実物経済およ

び物価の一致指数累積 HDI（略称，一致累積 HDI）

が１０年前後の中期循環を最も良く示し，総合指

数累積 HDI（略称，総合累積 HDI）の比較的大

きな波が２０年前後の長期循環を明確に示した。

そのため，実物経済および物価の中期（１０年前

後）循環を実物経済および物価の一致累積 HDI

で，長期（２０年前後）循環を実物経済および物

価の総合累積 HDIの比較的大きな波で，各々

日付を確定した。また，コンドラチェフの長期

波動は，物価の総合累積 HDIの大きな波に明

確にみられたため，コンドラチェフの長期波動

を物価の総合累積 HDIの大きな波で日付を確

定した。

Ⅱ １８３０年代以降におけるオランダ領

東インドの景気循環

以上の前提の下で，１８３０年代～１９３０年代の植

民地経済の景気循環を，実物経済 DIおよび物

価 DIによって検証する。

はじめに，物価の長期循環であるコンドラチ

ェフの長期波動と，物価および実物経済の総合

累積 HDIによる物価および実物経済の相反現

象を確認すると，図１および表３のように，物

価総合累積 HDIのコンドラチェフの長期波動

は，１８４１年の谷～１８５６年の山の期間が１５年，１８５６

年の山～１８９４年の谷の期間が３８年，１８９４年の谷

～１９１８年の山の期間が２４年で，１８４１年の谷～１８９４
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年の谷の期間が５３年，１８５６年の山～１９１８年の山

の期間が６２年であった。この間，実物経済総合

累積 HDIの長期循環は，物価総合累積 HDIの

１８４１年の谷～１８５６年の山の上昇期に，１８３４年の

山～１８５８年の谷にかけて趨勢的低下を示し，物

価総合累積 HDIの１８５６年の山～１８９４年の谷の

下降期に，１８８６年の谷～１９００年の山にかけて趨

勢的上昇を示した。また，物価総合累積 HDI

の１８９４年の谷～１９１８年の山の上昇期においても，

実物経済総合累積 HDIの長期循環は，１９００年

の山～１９１６年の谷にかけて趨勢的低下を示した。

その結果，実物経済と物価の比較的長期にわた

る相反現象が，１８４０年代～１８５０年代央，１８８０年

代～１８９０年代央および１９００年代～１９１０年代央の

３期間に，顕著にみられた。

以上のように，物価のコンドラチェフの長期

波動は，１８４１年の谷～１８９４年の谷の期間が５３

年，１８５６年の山～１９１８年の山の期間が６２年であ

図１ 蘭印の景気循環

（出所） 付表１および付表２を基に筆者作成。

（注） �１ 長期景気循環は，上記資料をもとに筆者が作成した累積 HDIによって示した。また，

累積 HDIは実物経済のマクロ経済指標系列の景気変動を示す実物経済累積 HDIと，物価

変動を示す物価累積 HDIに分けて作成した。

�２ その他は，付表１および付表２参照。

30



表３ 蘭印経済の中長期景気循環日付
（単位：年）

実物経済 HDI 総合指数 長期循環 物価 HDI 総合指数 長期循環 コンドラチェフ循環

山谷 日付 循環数 周期 山谷 日付 循環数 周期 山 谷

年 山 谷 山 谷 年 山 谷 山 谷 周期 周期

Pp １８３４ ０ Pp １８３６ ０

t １８３６ Ktt １８４１ ０

p １８３８ p １８４４

Tt １８４７ ０ t １８４７

Pp １８５２ １ １８ Kpp １８５６ １ ２０

Tt １８５８ １ １１ t １８５９

p １８６６ p １８６２

t １８６８ Tt １８６６ １ ２５

Pp １８７３ ２ ２１ Pp １８７２ ２ １６

t １８８０ t １８７８

p １８８３ p １８８０

Tt １８８６ ２ ２８ Tt １８８４ ２ １８

Pp １９００ ３ ２７ Pp １８８８ ３ １６

t n.a. Ktt １８９４ ３ １０ ５３

p n.a. n.a. n.a.

t １９０４ n.a. n.a.

p １９０７ Pp １９０５ ４ １７

t n.a. Tt １９０８ ４ １４

p n.a. p １９１１

Tt １９１６ ３ ３０ t １９１３

p １９２０ Kpp １９１８ ５ １３ ６２

t １９２３ t １９２２

Pp １９２７ ４ ２７ p １９２５

Tt １９３２ ４ １６ Tt １９３１ ５ ２３

p １９３７ p n.a.

循環数計 平均周期 循環数計 平均周期 山周期 谷周期

４ ４ ２３．２５ ２１．２５ ５ ５ １６．４０ １８．００ ６２．００ ５３．００

（出所） 付表１に同じ。

（注） �１ 実物経済および物価の各 HDIの山谷の pおよび tは，一致指数から得られた長期循環およびコンドラ

チェフの長期波動と重複しない中期循環で，pが山を示し，tが谷を示す。

�２ 実物経済および物価の各 HDIの山谷の Ppおよび Ttは，総合指数から得られた長期循環で，Ppが同

循環の山を示し，Ttが同循環の谷を示す。ただし，物価 HDIは，長期循環とコンドラチェフの長期波動

が重複した場合，両循環の山の重複を Kpp，谷の重複を Kttで示す。

�３ 全ての日付は，付表１，付表２および図１を基に筆者推定。

�４ n.a．は該当する日付および循環が無い場合を示す。
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った。また，同波動の上昇および下降過程にお

いて，実物経済と物価の比較的長期にわたる相

反現象がみられた。これらの相反現象がみられ

た３期間は，１８４０年代～１８５０年代央が，１８３０年

の強制栽培制度導入以降の実物経済長期停滞

期，１８８０年代～１８９０年代央が，１８７０年代以降の

強制栽培制度の主要部分廃止による実物経済の

急速な成長を示した時期，そして，１９００年代～

１９１０年代央が，１８７３年から続いていたアチェ戦

争がほぼ終わり，西イリアン（現イリヤンジャ

ヤ）を除く現在のインドネシア全領土が，オラ

ンダ植民地支配に組み込まれた時期で，同時に，

世界の強国による植民地獲得競争から第１次世

界大戦が勃発した時期でもあった。このように，

コンドラチェフの長期波動の上昇および下降過

程における実物経済と物価の比較的長期にわた

る相反現象は，社会的経済的制度の変革期に発

生したのである。

次に，実物経済および物価の総合累積 HDI

の長期（２０年前後）循環をみると，実物経済の

総合累積 HDIの山～山の周期は，１８３４年～１８５２

年が１８年，１８５２年～１８７３年が２１年，１８７３年～１９００

年が２７年，１９００年～１９２７年が２７年で，平均周期

は，２３．２５年であった。ただ，１８７３年～１９２７年

における山～山の２つの周期は，１８３４年～１８７３

年における山～山の周期に比べて，コンドラチ

ェフの長期波動の影響で６～９年長く，その期

間は５４年でコンドラチェフの長期波動を形成し

ていた。また，谷～谷の周期は，１８４７年～１８５８

年が１１年，１８５８年～１８８６年が２８年，１８８６年～１９１６

年が３０年，１９１６年～１９３２年が１６年で，平均周期

は，２１．２５年であった。ただ，コンドラチェフ

の長期波動の１８５６年の山～１９１８年の山の期間に

ほぼあたる，１８５８年～１９１６年における谷～谷の

２つの周期は，他の期間に比べて特に長く，そ

の期間は５８年でコンドラチェフの長期波動を形

成していた。このように，実物経済の長期循環

は，コンドラチェフの長期波動の影響を強く受

けていたのである。

この間，物価の総合累積 HDIの長期循環を

みると，山～山の周期は，１８３６年～１８５６年が２０

年，１８５６年～１８７２年が１６年，１８７２年～１８８８年が

１６年，１８８８年～１９０５年が１７年，１９０５年～１９１８年

が１３年で，平均周期は，１６．４年であった。ただ，

コンドラチェフの長期波動の山が重なった１８５６

年および１９１８年を含む１８３６年～１８５６年と１９０５年

～１９１８年の周期は，他の期間に比べて１８３６年～

１８５６年が約４年長く，１９０５年～１９１８年が約３年

短く，コンドラチェフの長期波動の影響がみら

れた。また，谷～谷の周期は，１８４１年～１８６６年

が２５年，１８６６年～１８８４年が１８年，１８８４年～１８９４

年が１０年，１８９４年～１９０８年が１４年，１９０８年～１９３１

年が２３年で，平均周期は，１８．００年であった。

しかし，谷～谷の周期は，山～山の周期に比べ

て変動が激しく，規則性がみられなかった。

以上のように，実物経済および物価の長期循

環は，実物経済で山～山が２３．２５年，谷～谷が

２１．２５年の平均周期であった。また，同循環の

１８５８年～１９１６年における谷～谷の連続した２つ

の周期，１８７３年～１９２７年における山～山の連続

した２つの周期がコンドラチェフの長期波動を

形成し，同波動の影響を強く受けていたことを

示した。また，物価の長期循環は，山～山が

１６．４０年，谷～谷が１８．００年の平均周期であった。

ただ，同循環の山～山の周期には，コンドラチ

ェフの長期波動の山が重なった１８５６年および１９１８

年を含む１８３６年～１８５６年と１９０５年～１９１８年の周

期を除けば，１６年前後の規則性がみられた。そ
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の反面，谷～谷の周期には，山～山の周期に比

べて変動が激しく，規則性がみられなかった。

さらに，実物経済および物価の一致累積 HDI

の中期（１０年前後）循環をみると，表４のよう

に，実物経済の山～山の周期は，最長でコンド

ラチェフの長期波動の影響を強く受け，中期循

環が長期循環と重なった１８３８年～１８５３年の１５年，

最短で１８３４年～１８３８年および１９０７年～１９１１年の

４年で，周期の変動幅が大きかった。そして，

この平均周期は７．９２年であった。また，この循

環の谷～谷の周期は，最長で１８３６年～１８４７年お

よび１８６９年～１８８０年の１１年で，最短で１９０４年～

１９０９年の５年で，周期の変動幅が山～山の周期

に比べて小さかった。ただ，その平均周期は８．００

年で，山～山の平均周期とほぼ同様であった。

次に，物価の一致累積 HDIの中期循環をみ

ると，山～山の周期は，最長で１８８８年～１９０５年

の１７年で，最短で１８５６年～１８６２年および１９０５年

～１９１１年の６年で，周期の変動幅が大きかった。

そして，この平均周期は９．１８年であった。しか

し，コンドラチェフの長期波動の影響を強く受

けた１８４４年～１８５６年の１２年と１８８８年～１９０５年の

１７年を除いた平均周期は，８．００年で，実物経済

とほぼ同様であった。また，この循環の谷～谷

の周期は，最長で１８９４年～１９０８年の１４年で，最

短で１９０８年～１９１３年の５年で，周期の変動幅が

山～山の周期に比べて小さかった。そして，こ

の平均周期は９．００年であった。しかし，コンド

ラチェフの長期波動の影響を強く受けた１８４７年

～１８５９年の１２年と１８９４年～１９０８年の１４年を除い

た平均周期は，８．００年で，山～山の周期と同様

であった。同時に，実物経済の谷～谷の平均周

期とも同様であった。そのため，実物経済およ

び物価の中期循環の平均周期は，約８年であっ

たと考えることができる。

以上の結果，蘭印における１８３０年代～１９３０年

代の景気循環は，下記のように要約できる。

�１ コンドラチェフの長期波動は，１８４１年の

谷～１８９４年の谷の期間が５３年，１８５６年の山～１９１８

年の山の期間が６２年であった。また，同波動の

上昇および下降過程は，実物経済と物価の比較

的長期にわたる相反現象としてとらえることが

できる。この実物経済と物価の相反現象は，政

治的経済的制度の変革期に発生した，１８３０年の

強制栽培制度導入以降の実物経済長期停滞期に

おける１８４０年代～１８５０年代央，１８７０年代以降の

強制栽培制度の主要部分廃止による実物経済の

急速な成長を示した時期における１８８０年代～１８９０

年代央，アチェ戦争がほぼ終わり西イリアン

（現イリヤンジャヤ）を除く現在のインドネシア

全領土がオランダ植民地支配に組み込まれた時

期で，同時に，世界の強国による植民地獲得競

争から第１次世界大戦が勃発した１９００年代～１９１０

年代央の各期間にみられた。

�２ 実物経済の長期（２０年前後）循環の平均

周期は，山～山が２３．２５年，谷～谷が２１．２５年で，

両者の平均が２２．２５年であった。また，コンド

ラチェフの長期波動の影響を強く受けた１８５８年

～１９１６年の谷～谷の連続した２つの周期と，１８７３

年～１９２７年の山～山の連続した２つの周期が，

コンドラチェフの長期波動を形成していた。ま

た，物価の長期循環の平均周期は，山～山が

１６．４０年，谷～谷が１８．００年であった。しかし，

同循環の山～山の周期には，コンドラチェフの

長期波動の影響を強く受けた１８３６年～１８５６年と

１９０５年～１９１８年を除けば，１６年前後の規則性が

みられた。その反面，谷～谷の周期には，山～

山の周期に比べて変動が激しく，規則性がみら
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れなかった。

�３ 実物経済および物価の中期（１０年前後）

循環の平均周期は，物価のコンドラチェフの長

期波動の影響を強く受けた時期を除けば約８年

であった。また，この両循環の谷～谷の周期は，

変動幅が山～山の周期に比べて小さく，比較的

安定的であった。

以上が，蘭印の景気循環の特徴である。

表４ 蘭印経済の中期景気循環日付
（単位：年）

実物経済 HDI 一致指数 中期循環 物価 HDI 一致指数 中期循環

山谷 日付 循環数 周期 山谷 日付 循環数 周期

年 山 谷 山 谷 年 山 谷 山 谷

Pp １８３４ ０ Pp １８３６ ０

t １８３６ ０ Ktt １８４１ ０

p １８３８ １ ４ p １８４４ １ ８

Tt １８４７ １ １１ t １８４７ １ ６

Pp １８５３ ２ １５ Kpp １８５６ ２ １２

Tt １８５７ ２ １０ t １８５９ ２ １２

p １８６１ ３ ８ n.a. n.a.

t １８６３ ３ ６ n.a. n.a.

p １８６６ ４ ５ p １８６２ ３ ６

t １８６９ ４ ６ Tt １８６６ ３ ７

Pp １８７３ ５ ７ Pp １８７２ ４ １０

t １８８０ ５ １１ t １８７６ ４ １０

p １８８３ ６ １０ p １８８０ ５ ８

Tt １８８６ ６ ６ Tt １８８４ ５ ８

p １８８９ ７ ６ Pp １８８８ ６ ８

t １８９６ ７ １０ Ktt １８９４ ６ １０

Pp １９００ ８ １１ n.a. n.a.

t １９０４ ８ ８ n.a. n.a.

p １９０７ ９ ７ Pp １９０５ ７ １７

t １９０９ ９ ５ Tt １９０８ ７ １４

p １９１１ １０ ４ p １９１１ ８ ６

Tt １９１６ １０ ７ t １９１３ ８ ５

p １９２０ １１ ９ Kpp １９１８ ９ ７

t １９２３ １１ ７ t １９２２ ９ ９

Pp １９２７ １２ ７ p １９２５ １０ ７

Tt １９３２ １２ ９ Tt １９３１ １０ ９

p １９３７ １３ １０ p １９３７ １１ １２

循環数計 平均周期 循環数計 平均周期

１３ １２ ７．９２ ８．００ １１ １０ ９．１８ ９．００

（出所） 付表１に同じ。

（注） 表３に同じ。
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Ⅲ オランダ領東インドと貿易相手国

の景気循環の同調性

１．オランダ領東インドの実物経済と主要貿

易相手国の国民所得との同調化傾向

では，具体的に，蘭印経済が輸出を通して，

いかなる諸国ないし地域の影響を受けたかにつ

いて，統計データを用いて以下で検証する。

１８４０年以降の蘭印の主な輸出先（表５）の変

遷をみると，１８７０年まで総輸出額の７０％を超え

る水準であった宗主国オランダの構成比は，１９１０

年以降１０％台から２０％台に低下し，輸出を通し

ての蘭印との経済的結び付きを，急速に弱めた

ことを示している。他方，１８７０年まで，英領マ

ラヤ（シンガポールを含む），イギリスおよびア

メリカなどの各々５％未満の水準であった輸出

先の構成比は，１８８０年以降急速に上昇し，ほぼ

５％を超える水準となった。その結果，強制栽

培制度の崩壊が始まった１８７０年まで，輸出を通

して宗主国オランダとの結び付きが強かった蘭

印経済は，１８８０年以降，同植民地の輸出におけ

るオランダのウエイトが急激に低下し，経済的

結び付きを弱めた。他方，当時世界経済におい

て大きなウエイトを占めていた，イギリスを中

心としたスターリングポンド圏とアメリカへの

経済的依存を，輸出を通して強めた。また，日

本（台湾を含む）は，１９１０年以降，ほぼ４％か

ら５％台で推移し，蘭印経済との一定の結び付

きがみられた。

そこで，１８７０年以降，宗主国オランダへの経

済的依存を弱めた蘭印経済が，同宗主国にとっ

表５ 蘭印の主要輸出先構成
（％）

年
輸出先構成 総輸出額

（１００万ギルダー）オランダ イギリス アメリカ 英領マラヤ 日 本 その他

１８４０ ７６．９１ ３．５１ ０．１４ n.a. n.a. １９．４４ ７４

１８５０ ７７．５９ １．７３ １．２１ n.a. n.a. １９．４６ ５８

１８６０ ７７．４７ ０．７１ ０．８１ n.a. n.a. ２１．０２ ９９

１８７０ ７６．４９ ０．６５ ２．１３ ３．３４ n.a. １７．３９ １０８

１８８０ ４６．０２ １７．６３ ８．８７ １９．９７ n.a. ７．５０ １７５

１８９０ ３６．６５ １２．７７ ６．２６ ２９．３９ n.a. １４．９３ １７６

１９００ ３８．０４ ４．９２ １０．７９ ２４．９３ １．９０ １９．４３ ２５８

１９１０ ２６．３１ ２．８７ ４．５２ ２０．２９ ３．７４ ４２．２８ ４５２

１９２０ １５．９６ ６．４３ １３．５０ １４．９１ ６．２７ ４２．９４ ２，２３４

１９３０ １５．２４ ８．２６ １２．３０ ２２．９６ ３．９６ ３７．２８ １，１６７

１９４０ ５．５６ ６．１０ ３４．２３ ２３．１３ ５．７５ ２５．２３ ８８３

（出所） Boomgaard, Korthals Altes（１９９１，１００―１０３），Furnivall（１９４４，１２９，１７１，２０７），Mithell

（１９８２，４３５）を基に筆者作成。

（注） �１ n.a．は利用可能なデータが無い場合を示し，構成比計算にあたっては０として取扱った。

�２ 英領マラヤはシンガポールを含む。

�３ 日本は台湾を含む。

植民地期インドネシアの景気循環：１８３０年代～１９３０年代

35



てどの程度の貿易ウエイトであったかを，次に

検証する。

宗主国オランダの貿易相手国の貿易額（輸出

額＋輸入額）の構成（表６）をみると，蘭印は，

１８４６年～１８７０年まで，１０％を上回る水準であっ

たが，１８７１年以降，ほぼ１０％未満の水準で推移

し，同宗主国との経済的結び付きを弱めたこと

を示している。その一方で，蘭印を除く主要相

手国は，ドイツ，イギリスおよびベルギーなど

の近隣諸国であった。このように，宗主国オラ

ンダの貿易における蘭印のウエイトは，１８７１年

以降，若干の例外を除けば，ドイツ，イギリス

およびベルギーの水準を常に下回り，オランダ

との経済的結び付きが，それほど強くなかった

ことを示している。この背景には，表７のよう

に１９２０年代～１９３０年代における蘭印の実質国民

所得（１９２９年価格蘭印ギルダー換算）の規模（注１４）

が，オランダの実質国民純生産の約７０～８０％前

後であったことから，同植民地の経済規模がそ

れほど大きいものでなかったとみられ，市場規

模も経済規模に比例して小さいと考えられる点

から，オランダとの経済的結び付きに，一定の

限界が存在したと考えられる。他方，同時期の

イギリスおよびアメリカの実質国民粗生産の規

模は，オランダの実質国民純生産に比べて，イ

ギリスが約９～１０倍で，アメリカが約３０～４０倍

で，市場規模もオランダと比較にならないほど

大規模であったと考えられる。その結果，蘭印

およびオランダともに共通して，イギリスおよ

びアメリカへの貿易依存度（注１５）が，比較的高い

水準になっていたとみられる。そこで，蘭印経

済との結び付きが強かった同植民地の主要貿易

相手国のオランダ，イギリス，アメリカおよび

日本に，宗主国オランダとの結び付きが強かっ

たドイツを加えた各国の経済指標として，国民

粗生産（Gross National Product: GNP）ないし国

民純生産（Net National Product: NNP）による

国民所得の実質修正変化率を用いて，蘭印の実

物経済一致累積 HDIとの動きを比較して，貿

易相手国の経済変動の影響をどの程度受けたか

を検証すると，１８５０年代～１９３０年代における蘭

印の実物経済一致累積 HDIは，図２および表

表６ オランダ貿易相手国・貿易額（輸出額＋輸入額）構成
（％）

年 蘭領東インド ドイツ イギリス アメリカ べルギー ロシア その他 合 計

１８４６－５０ １９．７８ １７．２０ ２２．８２ ２．９８ １０．９１ ５．３６ ２０．９７ １００．００

１８５１－６０ １８．７６ １９．７３ ２２．７４ ２．４９ １３．２９ ３．４６ １９．５４ １００．００

１８６１－７０ １４．９７ ２７．１２ ２７．１９ １．３３ １２．６１ ３．３３ １３．４５ １００．００

１８７１－８０ ８．７７ ３０．３０ ２６．７６ ３．４４ １４．２２ ４．２２ １２．３０ １００．００

１８８１－９０ ７．１０ ３５．２８ ２４．８５ ４．７６ １３．９０ ４．７６ ９．３５ １００．００

１８９１－１９００ ９．９１ ３３．７４ １９．５６ ７．８２ １１．８５ ５．７０ １１．４１ １００．００

１９０１－１０ ９．８９ ３６．３１ １５．８３ ７．８０ １１．２５ ６．５１ １２．４１ １００．００

１９１１－２０ １０．１０ ３４．３６ １７．４２ ９．６４ ８．６２ ３．０９ １６．７８ １００．００

１９２１－３０ ６．６９ ２５．２２ １７．０８ ８．２９ １０．４１ ０．８８ ３１．４３ １００．００

１９３１－４０ ６．０９ ２４．０６ １３．５１ ６．６９ １１．８５ ２．３６ ３５．４３ １００．００

（出所） Mithell（１９８０，５０８，５１０，５１５，５６２―５６４）を基に筆者作成。
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８にみられるように，各国の GNPないし NNP

の実質修正変化率との間に一定の同調を示し

た（注１６）。

以上のことから，蘭印の実物経済の景気循環

は，同植民地の高い貿易依存度によって世界経

済および世界市場の状況に大きく左右されてい

た。そのため同植民地の景気循環は，１８９０年代

以降，欧米の強国イギリスおよびアメリカの経

済変動に大きく依存したものであった。同時に，

蘭印経済には，オランダ資本との結び付きによ

る宗主国オランダとの経営ないし生産活動の一

体化（注１７）と，蘭印およびオランダの各経済の高

い貿易依存度によって，両者ともに世界経済お

よび世界市場の状況に大きく左右されていた結

果，蘭印経済とオランダ経済との間に景気循環

の同調が存在したと考えられる。

２．オランダ領東インドと主要貿易相手国の

物価の同調化傾向

では，これら蘭印の主要貿易相手国の物価が

実物経済の動きと同様に，どの程度影響を与え

たかを，次に検証する。ただ，ここでの貿易相

手国の物価指標としては，卸売物価指数（WPI）

を用いることにする。

はじめに，蘭印および同植民地の主要貿易相

手国の物価の絶対水準（１９１３年＝１）を確認す

ると，表９のように，蘭印の総合貿易デフレー

表７ 第２次世界大戦前の蘭印および主要貿易相手国の国民所得（１９２９年価格蘭印ギルダー換算）
（単位：１００万蘭印ギルダー）

年 イギリス
（GNP）

アメリカ
（GNP）

ドイツ
（NNP）

日 本
（GNP）

オランダ
（NNP）

蘭 印
（NI）

１８５０ １５，０７９ １２，２４４ ９，２５２ n.a. n.a. n.a.

１８６０ １９，３６８ １６，８３２ １１，９４９ n.a. n.a. n.a.

１８７０ ２４，９９９ ２２，８４３ １４，６７３ n.a. n.a. n.a.

１８８０ ３０，８３６ ４２，５５４ １８，０７２ n.a. n.a. n.a.

１８９０ ３６，１１３ ６６，４４９ ２５，２３８ ６，００５ n.a. n.a.

１９００ ４５，４３７ ９６，９６３ ３３，１６０ ８，１１２ ２，９７１ n.a.

１９１０ ５２，０５６ １５１，４３４ ４３，１５４ １０，３０５ ３，４６４ n.a.

１９１３ ５６，２１５ １６５，６８２ ４７，６８６ １０，４９９ ３，８６９ n.a.

１９２０ ５０，９５１ １７６，５２６ n.a. １４，８８４ ４，５２０ n.a.

１９３０ ６０，０７６ ２３１，３７５ ４４，８２０ １８，２９９ ６，６５６ ４，７２４

１９３８ ７０，５９７ ２４３，２２７ ７１，８８５ ２６，８３２ ６，６１０ ５，７４２

１９３９ ７２，８５０ ２６４，０３２ n.a. ２８，７６０ ６，７８５ ６，２３０

（出所） U. S. Department of Commerce, Bureau of the Census（１９７５，２２４），Indisch Verslag II（１９４１，３７４），Mithell

（１９８０，８１７，８１８，８２１，８２３，８２６；１９８３，８８６，８８７，８８９，８９７），Polak（n.d.,４４，５１a，５２a），L. N.（１９３７，

２２５），大川・高松・山本（１９７４，１７８，２１３）を基に筆者作成。

（注） �１ 蘭印の実質国民所得は，Polak（n.d.,４４）の名目国民所得を，Polak（n.d.,４４，５１a，５２a）のデータか

ら求めた人種別生計費の加重平均指数でデフレートして求めた。

�２ 蘭印以外の国の値は，１９２９年を基準とする実質指数を推計した後，１９２９年の各国の名目蘭印ギルダー

換算値を各国の各年実質指数に掛けて求めた。

�３ n.a．は利用可能なデータが無い場合を示す。

�４ GNPが国民粗生産，NNPが国民純生産，および NIが国民所得を示す。
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ター（注１８）は，１８２０年代～１９３０年代にかけて，全

体として，イギリス，アメリカおよびドイツの

欧米諸国の物価動向と同調を示した。特に，同

植民地の物価は，イギリスの物価との同調が最

も顕著で，しかも，イギリスの物価に比べて，

第１次世界大戦期～第２次世界大戦前の１９１０年

代央～１９３０年代の低い水準であった時期を除け

ば，ほぼ同水準で推移した。また，蘭印の物価

は，１９１０年代～１９３０年代にかけて，宗主国オラ

ンダの物価動向とも同調がみられた。その他，

図２ 蘭印の実物経済 HDIと主要貿易相手国の国民所得実質修正変化率

（出所） 付表１および表７を基に筆者作成。

（注） 付表１および表７注参照。
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同植民地の物価は，１９００年代～１９１０年代の日本

の物価とも同調がみられた。そのため，蘭印の

物価は，世界の主要国の物価動向に大きく左右

されていたと考えることができる。この蘭印の

物価と主要貿易相手国の物価の同調関係をより

詳細にみるために，同植民地の物価一致累積 HDI

と主要貿易相手国の卸売物価の修正変化率循環

を比較すると，図３および表１０にみられるよう

に，１８３０年代以降，蘭印の物価一致累積 DIは，

各国の物価の修正変化率循環との間に明確な同

調がみられた。

以上のように，１８３０年代～１９３０年代を通して

表８ 第２次世界大戦前の蘭印の実物経済一致累積 HDIと主要貿易相手国の
国民所得実質修正変化率循環日付

山谷 蘭印
実物経済 HDI
日付（年）

アメリカ
（GNP）
日付（年）

イギリス
（GNP）
日付（年）

オランダ
（NNP）
日付（年）

ドイツ
（NNP）
日付（年）

日本
（GNP）
日付（年）

t １８５７ １８５６ １８５３ n.a. １８５４ n.a.

p １８６１ １８５９ １８５５ n.a. １８５７ n.a.

t １８６３ １８６１ n.a. n.a. １８６５ n.a.

p １８６６ n.a. n.a. n.a. n.a. n.a.

t １８６９ n.a. １８６６ n.a. n.a. n.a.

p １８７３ １８７０ １８７０ n.a. １８７３ n.a.

t n.a. １８７５ １８７３ n.a. １８７６ n.a.

p n.a. １８７９ １８７５ n.a. １８７８ n.a.

t １８８０ n.a. １８７８ n.a. １８８０ n.a.

p １８８３ n.a. １８８１ n.a. １８８４ n.a.

t １８８６ １８８３ １８８５ n.a. １８８６ １９８９

p １８８９ １８９０ １８８８ n.a. １８８９ １８９４

t １８９６ １８９４ １８９３ n.a. １８９１ n.a.

p １９００ １９００ １８９８ n.a. １８９６ n.a.

t １９０４ １９０３ １９０３ n.a. １９００ １９０１

p １９０７ １９０６ １９０５ １９０６ １９０４ １９０３

t １９０９ １９０８ １９０７ １９０９ １９０９ １９０６

p １９１１ １９１０ １９１４ １９１３ n.a. １９１０

t １９１６ １９１４ n.a. １９１７ n.a. １９１３

p １９２０ １９１７ n.a. １９２０ n.a. １９１７

t １９２３ １９２０ １９２０ １９２３ n.a. １９２２

p １９２７ １９２３ １９２４ １９２７ n.a. １９２６

t １９３２ １９３１ １９３１ １９３２ １９３０ １９３０

p １９３７ １９３６ １９３５ １９３７ １９３３ １９３５

（出所） 付表１，表７および図２を基に筆者作成。

（注） 付表１，表７および図２注参照。
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表９ 第２次世界大戦前の蘭印の貿易デフレーターおよび主要貿易相手国の卸売物価指数（１９１３年＝１）

総合輸出価格 総合輸入価格 総合貿易デフレーター WPI WPI WPI WPI WPI
年 蘭印 蘭印 蘭印 アメリカ イギリス オランダ ドイツ 日本

１８２５ １．２５９６ １．９８２８ １．４７５１ １．０１１４ １．３６８９ n.a. ０．７６００ n.a.

１８３０ ０．７１１５ １．５１１９ ０．９９０５ ０．８９３５ １．０６８０ n.a. ０．７８００ n.a.

１８４０ ０．９４６６ １．７２９９ １．０７８３ ０．９３２８ １．２０３９ n.a. ０．８０００ n.a.

１８５０ ０．９０３８ １．２４８９ ０．９８４２ ０．８２４８ ０．９０２９ n.a. ０．７１００ n.a.

１８６０ １．０２７５ １．３０２２ １．１０４４ ０．９１３２ １．１６５０ n.a. ０．９４００ n.a.

１８７０ ０．９８３５ １．４５９８ １．０９０３ １．３２５６ １．１２６２ n.a. ０．９２００ ０．３８０２

１８８０ １．１７４０ １．１８７８ １．１８０５ ０．９８１９ １．０３８８ n.a. ０．８７００ ０．５８２７

１８９０ ０．９４４６ ０．８８６４ ０．９１７２ ０．８０５２ ０．８４４７ n.a. ０．８６５０ ０．４８５５

１９００ ０．７５８２ ０．９１６３ ０．８１６７ ０．８０３７ ０．８８３５ n.a. ０．９０００ ０．７５９５

１９１０ ０．７６１６ ０．９９０３ ０．８４３１ １．００８６ ０．９１２６ ０．９４６７ ０．９３００ ０．９０８８

１９１３ １．００００ １．００００ １．００００ １．００００ １．００００ １．００００ １．００００ １．００００

１９１５ １．１２３１ １．０３５７ １．０９２０ ０．９９５７ １．２２２２ １．４４００ １．４０４７ ０．９６６０

１９２０ ２．４５６０ ３．１０９０ ２．６５４４ ２．２１２０ ３．１２５０ ２．６１３３ １４．７５６８ ２．５９３５

１９３０ ０．６４５７ １．５１２６ ０．８５８５ １．２３７８ １．２２２２ １．１７３３ １，２９１，２１６ １．３６７９

１９４０ ０．４２３９ １．３０５０ ０．５４６０ １．１２６１ １．６６６７ １．２２６７ １，１３５，１３５ ２．５３６３

（出所） Boomgaard, Korthals Altes（１９９１，１１―７５，１０４―１６４；１９９４，２３―１１５），U. S. Department of Commerce,
Bureau of the Census（１９７５，２００―２０１），Indisch Verslag II（１９４１，３６５），Mansvelt and Creutzbrg（１９７８，４３―
４６，５４，５８），Mithell（１９８０，７７２―７７５），日本銀行百年史編纂委員会（１９８６，４３４―４３７）を基に筆者作成。

（注） �１ 蘭印総合輸出価格推計注
入手できた蘭印内の輸出価格データは，大別して３０商品に分類できる。そこで，一定期間ごとの各商
品別の指数を作成した後，３０商品分類別の算術平均価格指数（データの偏りを避けるため）を求め，一
定期間ごとの指数をリンクして３０商品分類別の１９１３年を基準とした算術平均の各輸出価格指数を推計し，
その各輸出価格指数に一定期間ごとに輸出額（ただ，入手できた輸出額データは，１８７３年までジャワお
よびマズーラ地域に限定されている）によって，ウエイトを与え各期間の輸出価格ラスパイレス指数を
推計し，各期間のこれら指数をリンクして輸出価格ラスパイレス指数を推計した。次に，ラスパイレス
指数のウエイトに用いた分類別の名目輸出額の合計を，先に推計した分類別の価格指数でデフレートし
た分類別の実質輸出額の合計で除して求めたインプリシットの各期間の輸出価格パーシェ指数をリンク
して輸出価格パーシェ指数を推計して，輸出価格ラスパイレス指数と輸出価格パーシェ指数の幾何平均
によって最終的に輸出価格フィシャー指数を求めた。ただし，１８２５～１８７４年の輸出価格ラスパイレス指
数およびパーシェ指数は，１８２５～１８７４年のジャワおよびマズーラ地域の輸出価格（また，３０商品分類別
の算術平均の価格指数は，１８５０年を基準とする指数に変更）を，１８７４～１９４０年の輸出価格にリンクして
推計した。

�２ 蘭印総合輸入価格推計注
入手できた蘭印内の輸入価格データは，継続的にデータが得られる商品が少ないため，各データを商

品分類別に繊維・同製品，米，米を除く飲料・食物，金属・同製品，化学・染料，燃料，阿片，その他
に８分類し，その他を除く７分類の各期間の算術平均の価格指数（データの偏りを避けるため）を求め，
各期間の指数をリンクして１９１３年を基準とする７分類の算術平均の価格指数を求めた後，各期間の輸入
額（ただ，入手できた輸入額データは，１８７３年までジャワおよびマズーラ地域に限定されている）によ
ってウエイトを決定し，ラスパイレス指数を求め，各期間の指数をリンクして１９１３年を基準とする輸入
価格ラスパイレス指数を推計した。次に，ラスパイレス指数のウエイト決定に用いた７分類の名目輸入
額の合計を，先に推計した７分類の算術平均価格指数でデフレートした実質輸入額の合計で除して求め
たインプリシットの輸入価格パーシェ指数を推計して，輸入価格ラスパイレス指数と輸入価格パーシェ
指数の幾何平均によって最終的に輸入価格フィシャー指数を求めた。ただし，１８２５～１８７４年の輸入価格
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蘭印の物価は，同植民地の主要貿易相手国の物

価との間に同調がみられた。特に，強制裁培制

度の大部分が廃止された１８７０年代以降，貿易相

手国との経済的結び付きがより強まり，貿易を

通して蘭印の物価と主要貿易相手国の物価との

間に一物一価的傾向が成立し，同調を強めたと

考えられる。そのため，蘭印は，対外的要因で

ある世界市場ないし世界経済の需要と供給の変

動を反映した価格を受容する価格受容者であっ

たとみられる。ただ，第１次世界大戦後の１９２０

年代末～１９３０年代央の世界的不況の影響で，各

国の経済および貿易の保護主義的傾向が強まっ

た１９３０年代，対外貿易が大幅に縮小したことに

より，蘭印と同植民地の主要貿易相手国の物価

との間の同調関係が弱まった。

Ⅳ 景気循環の発生原因とその波及メカ

ニズム

では，このような蘭印の景気循環の発生原因

と波及メカニズムが，どのようなものであった

かを検証する。また，景気循環の分析にあたっ

ては，景気循環の発生原因を国内的要因（内生

的要因）と対外的要因（外生的要因）に区別す

る。その際，蘭印は，対外的要因である世界市

場ないし世界経済の需要と供給の変動を反映し

た価格を受容する価格受容者であることを前提

として，分析対象を国内的要因に限定して分析

をすすめる。そして，国内的要因は，生産・供

給的要因と資本・投資的要因に分けて分析する。

はじめに，生産（供給）決定要因は何かにつ

いてみていく。具体的な生産決定要因をみる前

に一定の前提を置く。第１に，蘭印において

は，１８３０年～１８７０年まで，生産および輸出の決

定権を強制栽培制度によってほぼ完全に植民地

政府が掌握し，実質的な生産および輸出の主体

であった強制栽培制度期，１８７０年～１９１３年の強

制栽培制度の大半が廃止されて生産および輸出

の主体が民間に移され自由競争となった時期か

ら第１次世界大戦が勃発する直前の自由貿易

期，１９１４年～１９２０年の第１次世界大戦および同

大戦直後の混乱期，１９２１年～１９４０年の第１次世

界大戦後の保護貿易期に期間を区分する。第２

に，蘭印経済の生産活動の指標として輸出商品

パーシェ指数は，１８２５～１８７３年のジャワおよびマズーラ地域の輸入価格パーシェ指数を，１８７４～１９４０年
の輸入価格パーシェ指数にリンクするために，ジャワおよびマズーラ地域の１８７０～７３年の輸入価格パー
シェ指数の加重平均指数を１８７４年の値として推計した。また，蘭印内の輸入価格は，米がMansvelt and
Creutzbrg（１９７８，４３―４６，５４）のデータ，米を除く６商品分類別の各輸入価格指数推計は，Boomgaard,
Korthals Altes（１９９４，２３―７０）のデータを各使用した。

�３ 蘭印総合貿易デフレーター推計注
総合貿易デフレーターは，金などの通貨取引を除く財の名目の総輸出額と総輸入額の合計を，その実

質の総輸出額（上述した総合輸出価格によってデフレート）と総輸入額（上述した総合輸入価格によっ
てデフレート）の合計で除してインプリシットに求めたパーシェ指数である。ただし，１８２５～１８７３年は，
輸出輸入データがジャワおよびマズーラ地域に限定されているため１８２５～１８７４年のジャワおよびマズー
ラ地域の総合貿易デフレーターと１８７４～１９４０年蘭印の総合貿易デフレーターを推計した後，１８７４～１９４０
年の蘭印の総合貿易デフレーターに１８２５～１８７４年のジャワおよびマズーラ地域の総合貿易デフレーター
をリンクして推計した。

�４ WPIは卸売物価指数を示す。
�５ その他は，表７に同じ。

植民地期インドネシアの景気循環：１８３０年代～１９３０年代
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生産量を用いる。第３に，生産および輸出の主

体は，自己の生産ないし輸出の商品価格と他の

商品価格を比較した相対価格と過去の輸出実績

をもとに生産を決定する。

上記の前提の下で，蘭印の毎年の輸出商品生

産量は，前年の輸出商品相対価格（注１９）と輸出商

品実質輸出額によって決定されると仮定した供

給関数を下記のように想定する。

当年輸出商品実質生産額：Y，前年輸出商品

相対価格：X１，前年輸出商品実質輸出額：

図３ 蘭印の物価 HDIと主要貿易相手国の卸売物価修正変化率

（出所） 付表２および表９を基に筆者作成。

（注） 付表１，付表２，表７および表９注参照。
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X２，常数：ａ，説明変数弾力性：ｂｃ。

ln（Y）＝a＋b・ln（X１）＋c・ln（X２）

供給関数を計測するにあたって，輸出商品を

伝統的な輸出商品５品目（砂糖，コーヒー，タバ

コ，茶および錫）について分析した。その際，分

析期間は，統計データが入手できた１８４０年代の

強制栽培制度期から１９３０年代の第２次世界大戦

突入期にわたる１世紀で，１８４０年～１９４０年の長

期分析と１８４０年～１８７０年，１８７０年～１９１３年およ

び１９２１年～１９４０年の各期間の中期分析を行った。

以上の計測の結果（表１１），蘭印経済の主要

な生産活動を示す輸出商品の生産量は，そのほ

とんどが過去の輸出実績に依存して決定され，

１８４０年～１８７０年の強制栽培制度期を除けば，相

表１０ 第２次世界大戦前の蘭印の物価累積 HDIと主要貿易相手国の卸売物価修正変化率循環日付

山谷 蘭印
物価 HDI
日付（年）

アメリカ
WPI

日付（年）

イギリス
WPI

日付（年）

オランダ
WPI

日付（年）

ドイツ
WPI

日付（年）

日本
WPI

日付（年）

p １８３６ １８３６ １８３７ n.a. １８３９ n.a.

t １８４１ １８４１ １８４２ n.a. １８４１ n.a.

p １８４４ １８４６ １８４６ n.a. １８４６ n.a.

t １８４７ １８４９ １８４９ n.a. １８４９ n.a.

p １８５６ １８５４ １８５３ n.a. １８５３ n.a.

t １８５９ １８５７ １８５７ n.a. １８５７ n.a.

p １８６２ １８６４ １８６０ n.a. n.a. n.a.

t １８６６ １８６９ １８６６ n.a. n.a. １８７１

p １８７２ １８７３ １８７２ n.a. １８７１ １８７３

t １８７６ １８７７ １８７８ n.a. １８７７ １８７６

p １８８０ １８８１ １８８１ n.a. １８８２ １８７９

t １８８４ １８８４ １８８５ n.a. １８８４ １８８３

p １８８８ １８８７ １８９０ n.a. １８８９ １８８８

t １８９４ １８９３ １８９３ n.a. １８９４ １８９０

p n.a. １８９９ １８９９ n.a. １８９９ １８９６

t n.a. １９０４ １９０２ n.a. １９０２ １９０２

p １９０５ １９０８ １９０６ １９０５ １９０６ １９０４

t １９０８ n.a. １９０９ １９０９ １９０９ １９０９

p １９１１ n.a. １９１１ n.a. n.a. １９１１

t １９１３ １９１２ １９１３ n.a. n.a. １９１４

p １９１８ １９１７ １９１７ １９１５ n.a. １９１８

t １９２２ １９２２ １９２３ １９２２ n.a. n.a.

p １９２５ １９２４ １９２５ １９２６ １９２２ n.a.

t １９３１ １９３１ １９３１ １９３１ １９３１ １９２９

p １９３７ １９３５ １９３５ n.a. １９３４ １９３９

t n.a. １９３９ １９３７ n.a. １９３８ n.a.

（出所） 付表２，表９および図３を基に筆者作成。

（注） 付表２，表９および図３注参照。
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表１１ 輸出商品５品目供給関数

分析期間 相対価格
（５品目 p／貿易 p）

相対価格
（５品目 p／輸入 p）

相対価格
（５品目 p／輸出 p）

１８４０～１９４０年 係数 t値 係数 t値 係数 t値

a －１．７１７９７ －４．２９５６６ －２．２０４６９ －６．８３１０６ －１．４５０１９ －３．１２０８２

b ０．３８２５７１ ３．１０９１４３ ０．１４６１５８ ２．６６９０２９ ０．４５６１３２ ３．１０５７５８

c １．１１２８９ ３４．２６６１１ １．１５４１８４ ４４．１４９２６ １．０８７７３２ ２８．２５７９５

自由度修正済み R２ ０．９６１４４９ ０．９６０５１６ ０．９６１４４２

DW １．９３０５３４ １．９５６２８ １．８１５１７８

標本数 １０１ １０１ １０１

自由度 ９８ ９８ ９８

１８４０～１８７０年 係数 t値 係数 t値 係数 t値

a ４．０６６９８３ １．８３１００９ ３．３３００９４ １．４８９５９１ ３．２１８００３ １．４７３１９２

b ０．９４７８４１ ３．７１９５６８ ０．４４０４６９ ３．３２５１１４ ０．９８７３５５ ３．４４０００２

c ０．６１１１７２ ３．１４６９３６ ０．６７８０４８ ３．４７３５６６ ０．６７７２０９ ３．５２０１４４

自由度修正済み R２ ０．６１０２４１ ０．５８２５１ ０．５９０６５６

DW １．９３８０８４ １．７２２８０４ ２．０３３９５１

標本数 ３１ ３１ ３１

自由度 ２８ ２８ ２８

１８７０～１９１３年 係数 t値 係数 t値 係数 t値

a －２．８０８２１ －３．６５９９８ －２．９４６８９ －３．７４４３６ －２．４３８１９ －３．１５３４４

b ０．３８８９８９ ２．２３２９８１ ０．２０８１４１ １．９０８０６２ ０．５１０５０１ ２．２９７５３

c １．２０５２１９ １８．８８１４６ １．２１７０５９ １８．５５３１５ １．１７３６７３ １８．２７７５５

自由度修正済み R２ ０．８９２０８９ ０．８８８８３７ ０．８９２７７１

DW ２．００６３３４ １．９８４７４６ １．９９２５７１

標本数 ４４ ４４ ４４

自由度 ４１ ４１ ４１

１９２１～１９４０年 係数 t値 係数 t値 係数 t値

a ０．４１９２５６ ０．１９５５０４ －０．０５７１４ －０．０２６６９ ０．０３８０７９ ０．０１７４３８

b －０．０９９０１ －０．３１６７１ －０．１３８５７ －０．９２５７２ ０．２０６４９８ ０．６２１３３３

c ０．９４９０３ ５．７４４７５１ ０．９８１３１６ ５．９７８５４４ ０．９７３９２９ ５．８３５８２４

自由度修正済み R２ ０．６２４１０３ ０．６４００３ ０．６３０２８１

DW １．８２５２９７ １．９８４６６８ １．７６３６１２

標本数 ２０ ２０ ２０

自由度 １７ １７ １７

（出所） 付表１に同じ。
（注） �１ 輸出商品５品目供給関数，被説明変数 当年輸出商品実質生産額：Y，説明変数 前年輸出商品相対価

格：X１，前年輸出商品実質輸出額：X２
多変数回帰式（対数） ln（Y）＝a＋b・ln（X１）＋c・ln（X２）

�２ 相対価格列欄は５品目 p／貿易 pが輸出商品５品目価格／総合貿易デフレーター，５品目 p／輸入 pが
輸出商品５品目価格／総合輸入価格，５品目 p／輸出 pが輸出商品５品目価格／総合輸出価格を説明変数
とする場合をそれぞれ示す。

�３ DWは，ダービン・ワトソン比を示す。
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対価格に依存した部分はほんのわずかであった

かあるいはほとんどなかったと考えられる。

次に，資本および投資要因が経済（生産）に

与える影響を分析する。はじめに，資本および

投資は，過去の資本財相対価格，蘭印輸出商品

に対する需要，資本および投資に依存し決定さ

れると仮定する。そこで，分析にあたっては，

統計データの制約から資本および投資の指標と

して，実質資本財輸入額（蘭印外の資本財に対

する蘭印の投資需要額）を用い，過去の資本財

輸入における相対価格は資本財輸入デフレータ

ーを総合輸出価格でデフレートした価格を用い，

過去の蘭印輸出商品に対する需要は，前年の輸

出商品５品目（砂糖，コーヒー，茶，タバコおよ

び錫），石油・同製品およびゴムの実質輸出額

を用い，下記のような投資関数を想定し，相関

を計測した。ただし，統計データの制約から実

質資本財輸入額の投資関数は１８３６年～１９４０年お

よび１８３６年～１８７０年が当年資本財輸入額：Y，

前年相対価格：X１，前年輸出商品５品目輸出

額：X２，前年資本財輸入額：X３，常数：ａ，

説明変数弾力性：b c d。

ln（Y）＝ａ＋ｂ・ln（X１）＋ｃ・ln（X２）

＋ｄ・ln（X３）

１８７５年～１９１３年が当年資本財輸入額：Y，前

年相対価格：X１，前年輸出商品５品目輸出

額：X２，前年石油・同製品輸出額：X３，

前年資本財輸入額：X４，常数：a，説明変

数弾力性：bcde。

ln（Y）＝ａ＋ｂ・ln（X１）＋ｃ・ln（X２）

＋ｄ・ln（X３）＋ｅ・ln（X４）

１９２１年～１９４０年が当年資本財輸入額：Y，前

年相対価格：X１，前年輸出商品５品目輸出

額：X２，前年石油・同製品輸出額：X３，前

年ゴム輸出額：X４，前年資本財輸入額：X５，

常数：a，説明変数弾力性：bcdef。

ln（Y）＝ａ＋ｂ・ln（X１）＋ｃ・ln（X２）

＋ｄ・ln（X３）＋ｅ・ln（X４）

＋ｆ・ln（X５）

また，上記の投資関数の計測結果が大きな系

列相関を示した場合は，各変数の変化量につい

て計測した。計測の結果（表１２），世界的に各

国経済が保護主義的傾向を強めた１９２１年～１９４０

年の保護貿易期（注２０）を除けば，投資の決定は過

去の投資実積に大きく依存し，次いで，過去の

蘭印輸出商品に対する海外需要を反映した輸出

額および資本財相対価格に一定程度依存して決

定されていたと考えられる。

では，これらの資本ないし投資が生産にどの

ような影響を与えたかを，下記のような輸出商

品生産額変化率が投資の産出能力を示す輸出商

品生産額変化額と粗投資（資本粗増加）との比

率（限界粗産出係数）に依存して決定される産

出変化率関数を想定して計測した。

輸出商品の実質生産額対前年比変化率：Y

輸出商品の実質生産額対前年比変化額／当期

投資：X Y＝a＋bX

ただ，統計的制約から輸出商品を輸出商品５

品目（砂糖，コーヒー，茶，タバコおよび錫），

同６品目（輸出商品５品目に石油・同製品を加え

た６品目）および７品目（輸出商品６品目にゴム

を加えた７品目）で代表させ，投資を実質資本

財輸入額で代表させて分析した場合，１８４１年～

１９４０年および１８４１年～１８７０年の各期間が輸出商

品５品目生産額対前年比変化率を Y，輸出商品

５品目生産額対前年比変化額／当期資本財輸入

額を X，１８７５年～１９１３年が輸出商品６品目生産

額対前年比変化率を Y，輸出商品６品目生産額

植民地期インドネシアの景気循環：１８３０年代～１９３０年代

45



表１２ 実質資本財輸入額の投資関数
１８３６～１９４０年（対数）

係数 t値
a －４．０６７０８ －２．３６１７９
b －０．１５４５２ －１．４５４１７
c ０．３７８４６ ２．４３０５１
d ０．８２１３９２ １２．４９７５２
自由度修正済み R２ ０．９７４８１１
DW １．９５３２２
標本数 １０５
自由度 １０１
１８３６～１８７０年（対数）

係数 t値
a －２．１７６２９ －０．８１４０２
b －０．７８８７２ －２．５４０１４
c ０．２３０５４４ ０．９５６７５８
d ０．５３７３３６ ３．４８５１５１
自由度修正済み R２ ０．７６２８５５
DW ２．１８３０８５
標本数 ３５
自由度 ３１
１８７５～１９１３年（対数）

係数 t値
a －９．９９３９１ －２．７７５７６
b －０．２７６４３ －１．１３００１
c ０．９１７９７６ ２．８５５２７３
d ０．００７１６９ ０．４６０１１９
e ０．６０５３３８ ４．９４２５４２
自由度修正済み R２ ０．９３１９３３
DW ２．０７９８２７
標本数 ３９
自由度 ３４
１９２１～１９４０年（対数） １９２１～１９４０年（変化量）

係数 t値 係数 t値
a １．６３３２７６ ０．２４５３２２ a ３．７０６９１９ ０．５２３１９３
b －０．６２７６７ －１．２８５５４ b －４０．１８６９ －１．６０２５２
c ０．０１６８７３ ０．０３３４１６ c ０．０００１１６ １．０６９５１１
d －０．６２１０８ －１．０７０９ d －０．０００１７ －１．３０７７５
e ０．５８５５９１ １．９５１９４６ e ０．０００１０７ ０．９３６４１９
f ０．７９５２１２ ３．２０４１８７ f ０．２１３０４８ ０．８６９３５７
自由度修正済み R２ ０．４７２６７３ 自由度修正済み R２ ０．０２２８５６
DW １．３１４２６４ DW １．９６５４
標本数 ２０ 標本数 ２０
自由度 １４ 自由度 １４

（出所） 付表１に同じ。
（注） �１ １８３６～１９４０年，１８３６～１８７０年，被説明変数 当年資本財輸入額：Y，説明変数 前年相対価格：X１，

前年輸出商品５品目輸出額：X２，前年資本財輸入額：X３
多変数回帰式（対数） ln（Y）＝a＋b・ln（X１）＋c・ln（X２）＋d・ln（X３）

�２ １８７５～１９１３年，被説明変数 当年資本財輸入額：Y，説明変数 前年相対価格：X１，前年輸出商品５
品目輸出額：X２，前年石油・同製品輸出額：X３，前年資本財輸入額：X４
多変数回帰式（対数） ln（Y）＝a＋b・ln（X１）＋c・ln（X２）＋d・ln（X３）＋e・ln（X４）

�３ １９２１～１９４０年被説明変数 当年資本財輸入額：Y，説明変数 前年相対価格：X１，前年輸出商品５品
目輸出額：X２，前年石油・同製品輸出額：X３，前年ゴム輸出額：X４，前年資本財輸入額：X５
多変数回帰式（対数） ln（Y）＝a＋b・ln（X１）＋c・ln（X２）＋d・ｌn（X３）＋e・ln（X４）＋f・ln（X５）
多変数回帰式（変化量） dY＝a＋b・（dX１）＋c・（dX２）＋d・（dX３）＋e・（dX４）＋f・（dX５）

�４ DWは，ダービン・ワトソン比を示す。
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対前年比変化額／当期資本財輸入額を X，１９２１

年～１９４０年が輸出商品７品目生産額対前年比変

化率を Y，輸出商品７品目生産額対前年比変化

額／当期資本財輸入額を Xとした。

計測の結果（表１３），蘭印経済の主要な経済

指標となっていた輸出商品生産額変動は，投資

およびその産出能力に大きく依存して決定され

ていたと解することができる。

以上のように，輸出商品を蘭印経済の指標と

仮定した場合，同植民地の実物経済の変動は，

過去の蘭印輸出商品に対する海外需要を反映し

た輸出実績と，蘭印内の投資およびその産出能

力に大きく依存して決定されていたとみられる。

また，投資の決定は，過去の投資実積に大きく

依存し，次いで，過去の蘭印輸出商品に対する

海外需要を反映した同商品輸出額および資本財

の相対価格に一定程度依存して決定されていた

と考えられる。

結 論

以上のように，１８３０年代～１９３０年代における

蘭印の景気循環は，下記のように要約できる。

�１ 蘭印の物価変動には，コンドラチェフの

長期波動が明確にみられた。また，同波動の上

昇および下降過程において，実物経済と物価の

比較的長期にわたる相反現象がみられた。この

相反現象は，政治的経済的な制度の変革期に発

生した。コンドラチェフの長期波動の上昇およ

び下降過程における実物経済と物価の比較的長

期にわたる相反現象は，強制栽培制度の導入以

降の実物経済の長期停滞期における１８４０年代～

１８５０年代央のコンドラチェフの長期波動の上昇

期，強制栽培制度の主要部分の廃止による実物

表１３ 産出変化率関数

分析期間 １８４１～１９４０年
係数 t値

a
b

０．０２１７９６
０．０３１３４７

２．４５２４２７
１３．８３５１

自由度修正済み R２

DW
０．６５７９２５
２．４３４９８７

標本数
自由度

１００
９８

分析期間 １８４１～１８７０年
係数 t値

a
b

０．０１７０２８
０．０２５０４

１．８００２２６
１７．２４７２９

自由度修正済み R２

DW
０．９１０８９８
２．２１１６９６

標本数
自由度

３０
２８

分析期間 １８７５～１９１３年
係数 t値

a
b

０．０１８４２６
０．０８２５６

２．５７８３
２０．５９４３８

自由度修正済み R２

DW
０．９１７５９３
２．６０６４９３

標本数
自由度

３９
３７

分析期間 １９２１～１９４０年
係数 t値

a
b

０．０２５３５３
０．０８９４１５

４．２２９６８３
１５．２２８１

自由度修正済み R２

DW
０．９２３９６８
２．１４７０２１

標本数
自由度

２０
１８

（出所） 付表１に同じ。
（注） �１ 産出変化率関数，被説明変数 輸出商品実

質生産額対前年比変化率：Y，説明変数 輸出
商品実質生産額対前年比変化額／当期投資：X
回帰式 Y=a＋bX

�２ １８４１～１９４０年および１８４１～１８７０年，被説明
変数 Y：輸出商品５品目生産額対前年比変化
率，説明変数 X：輸出商品５品目生産額対前
年比変化額／当期資本財輸入額，１８７５～１９１３
年，被説明変数 Y：輸出商品６品目生産額対
前年比変化率，説明変数 X：輸出商品６品目
生産額対前年比変化額／当期資本財輸入額，１９２１
～１９４０年，被説明変数 Y：輸出商品７品目生
産額対前年比変化率，説明変数 X：輸出商品
７品目生産額対前年比変化額／当期資本財輸
入額

�３ DWは，ダービン・ワトソン比を示す。

植民地期インドネシアの景気循環：１８３０年代～１９３０年代

47



経済の急速な成長を示した時期における１８８０年

代～１８９０年代央のコンドラチェフの長期波動の

下降期および西イリアンを除く現在のインドネ

シア全領土が，オランダ植民地支配に組み込ま

れた１９００年代～１９１０年代央のコンドラチェフの

長期波動の上昇期にみられた。

�２ 実物経済の長期循環の平均周期は，山～

山が２３．２５年，谷～谷が２１．２５年で，両者の平均

が２２．２５年であった。また，実物経済の長期循

環は，コンドラチェフの長期波動の影響を強く

受けて，１８５８年～１９１６年の谷～谷の連続した２

つの周期と１８７３年～１９２７年の山～山の連続した

２つの周期がコンドラチェフの長期波動を形成

していた。また，物価の長期循環は，山～山の

周期にコンドラチェフの長期波動の影響を強く

受けた１８３６年～１８５６年と１９０５年～１９１８年を除け

ば，１６年前後の規則性がみられた。

�３ 実物経済および物価の中期循環の平均周

期は，物価のコンドラチェフの長期波動の影響

を強く受けた時期を除けば，両循環ともに約８

年であった。

このような，蘭印の実物経済および物価の循

環には，１８３０年代～１９３０年代を通して対外貿易

によって同植民地の主要貿易相手国との間に同

調がみられた。特に，蘭印の実物経済は，アメ

リカの経済および貿易構造が急激に変化し，同

国の原材料輸入が急速に増加した１８９０年代以降，

欧米の強国イギリスおよびアメリカの経済に大

きく依存したものとなった。また，蘭印の物価

は，強制裁培制度の大部分が廃止された１８７０年

代以降，主要貿易相手国との経済的結び付きが

より強まり，対外貿易を通して主要貿易相手国

の物価との間に一物一価的傾向が成立し，より

同調を強めたのであった。そのため，蘭印は，

世界市場で決定された価格（物価）を単に受け

入れる価格受容者であったと考えられる。

以上の蘭印における実物経済および物価の変

動は，過去の同植民地輸出商品に対する海外需

要を反映した同商品の輸出実績，世界市場で形

成された価格および蘭印内の投資ないしその産

出能力に大きく依存して決定されていたとみら

れる。

（注１） 強制栽培制度撤廃の背景となった，強制栽

培制度期の蘭印植民地政府の財政的状況を分析した。

歳入（１９１３年価格）は，基本的に蘭印の経済活動に依

存すると仮定して，説明変数を主要な輸出商品５品目

（コーヒー，砂糖，タバコ，茶，錫）の生産額（１９３１

年価格）として，１年のラグを置いて同植民地の歳入

の生産活動に伴う弾力性を下記式で計測した。

説明変数：X，歳入：Y，常数：a，歳入の生産活動

に伴う弾力性：b

ln（Y）＝ａ＋ｂ・ln（X） 分析期間１８４１年～１８７０年

標本数３０，自由度２８，

ln（Y）＝－１．９７０８＋０．６０８７・ln（X）
t値 （－２．４５９７）（８．０６８７）

自由度修正済み決定係数＝０．６８８５

ダービン・ワトソン比＝１．７１０８

一方，歳出に関しては，歳出を歳出規模に無関係に

一定の支出が必要となる固定費，歳出規模に比例して

支出が必要となる比例変動費および歳出規模に無関係

に支出が必要となる不比例変動費に分けてみた場合，

前年の歳出と歳入の実績によって歳出の固定費および

比例変動費が歳出予算によって決定され，不比例変動

費が政治的変化や戦争勃発などにより支出が大幅に変

動する軍事費によって決定されると仮定して，下記式

の歳出関数を想定する。

当年歳出：Y，前年歳入：X１，前年歳出：X２，

当年軍事費：X３，常数：a，説明変数弾力性：bcd。

ln（Y）＝a+b･ln（X１）＋c･ln（X２）＋d･ln（X

３）

分析期間１８３１年～１８７０年 標本数４０，自由度３６
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ln（Y）＝０．８３８４＋０．１３４９・ln（X１）
t値 （３．５９７５）（１．３１７６）

＋０．４９０９・ln（X２）＋０．２５７６・ln（X３）
（３．５５１３） （３．１８１４）

自由度修正済み決定係数＝０．９０８３

ダービン・ワトソン比＝１．８８２１

以上の分析の結果，強制栽培制度期の蘭印植民地政

府の歳出は前年歳出をもとにした予算主義と植民地政

策や戦争などに大きく左右される軍事費によって大半

が決定され，歳入の歳出に与えた影響は相対的に小さ

いものであった。他方，歳入は強制栽培に大きく依存

したものであった。ただ，歳入増加は，強制栽培の拡

大に比べて相対的に少なく，非常に不効率であったた

め，当時より一層の強制栽培の拡大による歳入の絶対

額の増加がはかられたと考えられる。しかし，１８５８年

以降の歳入／歳出比率低下の事実から判断して，歳出

が歳入に大きく左右されることなく拡大する一方で，

強制栽培の拡大による歳入の絶対額の増加が逓減し，

歳出増加が歳入増加を上回るようになったと考えられ，

当時すでに強制栽培制度が限界的水準に達していたと

みられる。

（注２） この貨幣制度の本位貨幣は，１０ギルダー金

貨であった。しかし，現実には，銀行券が銀貨兌換さ

れ国内流通し，金貨は唯一対外為替決済にのみ用いら

れた名目的金本位制であった［満鉄東亜経済調査局

１９３７，３７４］。

（注３） ただ，この考えは，国民所得などの主要な

時系列データを絶対水準でみた場合である。これらを

第２次世界大戦後，経済分析の主流となった変化率

（成長率）でみた場合，欧米の主要国の主要な時系列

データは，ほとんど１９２０年代央以降ピークアウトし，

その後の大幅なマイナス成長を示した１９３０年代初頭に

至るまでほぼ一貫して低下し，その後は上昇に転じて

いる。そのため，すでに１９２０年代央以降，世界経済の

景気は後退局面に突入し，１９３０年代初頭に底打ちし，

その後回復局面に入ったと考えられ，変化率でみた場

合，絶対水準でみた場合に比べて，景気判断が４～５

年程度先行していたと考えることができる。

（注４） この主たるものは，１９３１年以降，関税の大

幅な改定，非常時輸入制限令（１９３３年公布）および事

業制限令（１９３４年公布）などである［満鉄東亜経済調

査局１９３７，２４８―２５６，３６０―３６５］。特に，輸入関税還付

金を差し引いた純輸入関税と全商品輸入額との比率

は，１８７０年代～１９２０年代まで５％台であったが，その

後１９２０年代初頭～１９３０年代初頭にかけて８％台，そし

て，１９３５年には１８．９％に達した（Boomgaard, Korthals

Altes（１９９１，１８５―１８８）のデータを基に筆者推計）。

（注５） コンドラチェフ（N.D. Kondratieff）は，

イギリス，フランスおよびアメリカ等の物価，利子率，

賃金，外国貿易額および鉱産物（石炭，銑鉄，鉛およ

び金など）の生産量ないし消費量の分析から４８～６０年

周期の長期波動を導出した［Kondratieff１９３５，１０５―

１１５］。そのため５０年前後の長期波動の考えは，一般に

コンドラチェフの長期波動と呼ばれている。

（注６） 付表１の注参照。

（注７） 付表１および付表２の注参照。

（注８） CDIの定義および作成方法は，下記の通

りである［藤野１９７０，２４―３８；１９９０，２７４―２９０参照］。

ここでの DIの各年の値は，選択された系列内の前年

（前期）に比べて増加した系列を１，前年（前期）に

比べて減少した系列を０，前年（前期）に比べて不変

の系列を０．５として各年の系列の値合計を選択系列数

で除して求められる。

（注９） HDIの定義および作成方法は，下記の通

りである［溝口・浜田１９６９，１４４―１５６参照］。ここで

の DIの各年の値は，選択された系列内の一定期間に

おける小さな変動を無視して趨勢的増加を示した系列

を１，趨勢的に減少を示した系列を０として，各年の

系列の値合計を選択系列数で除して求められる。

（注１０） ただ，繰り返し，先行，一致および遅行指

数の絞りこみあるいは変更を行ったが，全体として，

先行および遅行指数が極端に少なかったために，特定

の期間においては，先行および遅行関係が不安定とな

っている。

（注１１） DIの山の時点を判定する原則は，DIが５０％

のラインを上から下にきる直前の時点，あるいは DI

が下降過程で５０％をとる時点をもってする。また，谷

の時点を判定する原則は，DIが下から上に５０％のラ

インを越える直前の時点，あるいは DIが上昇過程に

あり５０％の値をとる時点とする。

植民地期インドネシアの景気循環：１８３０年代～１９３０年代
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（注１２） その振り分けの結果，一致指数などに偏っ

た振り分けが発生し，先行ないし遅行指数の系列数が

極端に少ない場合，偏りが発生した一致指数などの各

分野採用系列内の変動の規則性および経済的重要性の

最も下位系列を削除し，不足した先行ないし遅行系列

に属する各分野の未採用系列内の変動の規則性および

経済的重要性の最も上位系列を先行ないし遅行指数に

組み入れるという作業を行った。しかし，筆者の入手

できた原データの絶対的不足から，先行ないし遅行系

列に属する各分野の実物経済のマクロ経済指標系列が

はじめから不足している場合，極端に不足した遅行

（先行）指数系列に対応して，先行（遅行）指数の採

用系列数を遅行（先行）指数系列数まで削減し，遅行

指数と先行指数の採用系列数を等しくした後，総合指

数系列が実物経済の各分野の均衡をたもったものとな

るように，各分野の変動の規則性および経済的重要性

にしたがって，一致指数の採用系列数を調整した。

（注１３） 具体的な系列は，付表１および付表２の注

参照。

（注１４） ここでの値は，ポラック（J. J. Polak）の

名目国民所得を人種別生計費（インドネシア人，ヨー

ロッパ人，アジア系外国人）の加重平均指数でデフレ

ートして推計した。同デフレーターは，ポラックの推

計した人種別の名目所得を合計した値を，彼の推計し

た同人種別生計費をデフレーターとした人種別の実質

所得指数を基に筆者が推計した人種別実質所得を合計

した値で除して，インプリシットに求めた人種別生計

費の加重平均指数である（Polak（n.d.,４４，５１a，５２

a）のデータを基に筆者推計）。

（注１５） 蘭印経済の貿易依存度（名目値）は，資料

の入手できた１９２０年代～１９３０年代の輸出額と国民所得

の比率が２０～３０％台，輸入額と国民所得の比率が２０％

前後の水準であった（Indisch Verslag II １９４１，p.３４３，

�蘭印統計書１９４０年版�７１ページ，Polak（n.d.,４４）

のデータを基に著者推計）。また，オランダ経済の貿

易依存度（名目値）は，資料の入手できた１９００年代～

１９３０年代をみると，１９１０年代初頭まで輸出額と NNP

との比率が９０～１１０％台，輸入額と NNPとの比率が

１１０％前後～１３０％台の水準であった。しかし，その後，

第１次世界大戦後の世界の列強の経済および貿易の保

護主義化傾向のもとで，１９３０年代の同国経済の貿易依

存度は，輸出額と NNPとの比率が１０～２０％台，輸入

額と NNPとの比率が２０～３０％台の水準まで低下した

（Mithell（１９８０，５１５，８２３）のデータを基に筆者推計）。

（注１６） 具体的に，各貿易相手国の GNPないし NNP

の実質修正変化率循環と蘭印の実物経済一致指数 HDI

の山と谷の日付を比較すると，宗主国オランダを除い

た蘭印の景気循環の同調の特徴から下記の６つの期間

に区分できる。

�１ １８５０年代～１８６０年代の蘭印の日付が，アメリカ

の日付に比べて１～２年のラグを示し，蘭印経済がア

メリカ経済との間に一定の同調を示した時期。

�２ １８７０年代～１８８０年代の蘭印の日付が，ドイツの

日付に比べて１年リードした１８８３年の山を除けば，ド

イツの日付と完全に一致し，蘭印経済がドイツ経済と

の間に強い同調を示した時期。

�３ １８９０年代～１９１０年代初頭の蘭印の日付が，アメ

リカの日付に比べて１年のラグおよび一致し，蘭印経

済がアメリカ経済との間に強い同調を示した時期。

�４ １９１０年代央～末の蘭印の日付が，各国の日付に

比べて２年以上のラグがみられ，蘭印経済が各国経済

との間の同調が稀薄であった時期。

�５ １９２０年代の蘭印の日付が，日本の日付に比べて

１年のラグにとどまり，蘭印経済が日本経済との間に

強い同調を示した時期。

�６ １９３０年代の蘭印の日付が，アメリカの日付に比

べて１年のラグにとどまり，蘭印経済がアメリカ経済

との間に強い同調を示した時期。

このような蘭印の実物経済の景気循環の特徴は，同

植民地の高い貿易依存度によって世界経済および世界

市場の状況に大きく左右されていた結果であると考え

られる。

（注１７）１９２９年の蘭印エステートに対する投資の主

な国別構成は，オランダ７４．４％，イギリス１３．５％，フ

ランスとベルギー合計５．４％およびアメリカ２．６％等で

あった［満鉄東亜経済調査局１９３７，３９９―４０３］。

（注１８） 蘭印内の個別商品の輸出輸入価格を用いた

筆者推計，Indisch Verslag II １９４１, p .３６９，�蘭印統

計書１９４０年版�およびBoomgaard, Korthals Altes

（１９９４，１５９―１６０）の総合輸出価格および総合輸入価格
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の各推計を比較すると，総合輸出価格については，

Boomgaard, Korthals Altes（１９９４）の推計が，筆者

および CKSの推計に比べて，１９２０年の前後１年およ

び１９２５年の前後２～３年の期間が極端に高い値で，推

計に問題があると考えられる。また，総合輸入価格は，

筆者の推計に比べて，Boomgaard , Korthals Altes

（１９９４）の推計は，１８２０年代～１８９０年代にかけて，極

端に高い値となっている。また，CKSの推計は１９１３

年以降のみであるので１８２０年代～１８９０年代にかけての

期間について比較できない。そこで，世界貿易が金本

位通貨体制のもとで金銀比価も安定しているという前

提のもとで，一物一価を仮定して，アメリカの商品分

類別卸売物価［U. S. Department of Commerce, Bureau

of the Census １９７５，２００―２０１］に，蘭印内の個別商

品の輸入価格を用いて推計した筆者のラスパイレス指

数のウエイトを与えて推計した値は，蘭印内の個別商

品の輸入価格を用いて推計した筆者のラスパイレス指

数に比べて，１８４０年代～１８５０年代と１９２０年代が相対的

に低い値で，１９３０年代が相対的に高い値であった。し

かし，全体としては，蘭印内の個別商品の輸入価格を

用いた筆者推計に近い値であった。そのため Boom-

gaard, Korthals Altes（１９９４）の総合輸入価格の推計

には，極端な偏りがあると考えられる。

（注１９） 相対価格はデフレーターを総合貿易デフレ

ーター，総合輸入価格および総合輸出価格とする３つ

の相対価格について計測し，各期間の最も当てはまり

の良いものをもとめた（総合貿易デフレーターをデフ

レーターとする場合，全貿易財との比較で，商品価格

の優位な輸出商品を仮定する。総合輸入価格をデフレ

ーターとする場合，全輸入財との比較で，商品価格が

優位な輸出商品を仮定する。総合輸出価格をデフレー

ターとする場合，天然資源の賦存，気候および技術的

問題から輸出商品が限定されている状況で，全輸出財

との比較で，商品価格が優位な輸出商品を仮定する）。

（注２０） すでに本稿序論で述べたとおり，この時期

は，蘭印の政治経済が大きく変化し，植民地政府の政

策態度も大きく変貌し，積極的な財政支出によって社

会資本が拡大した期間であったことから，従来とは異

なる投資関数となったと考えられる。
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付表１ 実物経済 HDI

年
総合 総合

山谷
先行 先行

山谷
一致 一致

山谷
遅行 遅行

山谷
HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI

１８３２ ０．３６３６ －０．１３６４ ０．００００ －０．５０００ ０．４０００ －０．１０００ ０．６６６７ ０．１６６７
１８３３ ０．４５４５ －０．１８１８ ０．００００ －１．００００ ０．６０００ ０．００００ ０．６６６７ ０．３３３３ p
１８３４ ０．６３６４ －０．０４５５ Pp １．００００ －０．５０００ t ０．６０００ ０．１０００ Pp ０．３３３３ ０．１６６７
１８３５ ０．４５４５ －０．０９０９ １．００００ ０．００００ ０．２０００ －０．２０００ ０．３３３３ ０．００００
１８３６ ０．２７２７ －０．３１８２ t ０．６６６７ ０．１６６７ p ０．２０００ －０．５０００ t ０．００００ －０．５０００
１８３７ ０．５４５５ －０．２７２７ ０．３３３３ ０．００００ １．００００ ０．００００ ０．００００ －１．００００
１８３８ ０．５４５５ －０．２２７３ p ０．３３３３ －０．１６６７ １．００００ ０．５０００ p ０．００００ －１．５０００ t
１８３９ ０．４５４５ －０．２７２７ ０．００００ －０．６６６７ ０．４０００ ０．４０００ １．００００ －１．００００
１８４０ ０．４５４５ －０．３１８２ ０．３３３３ －０．８３３３ ０．２０００ ０．１０００ １．００００ －０．５０００ Pp
１８４１ ０．０９０９ －０．７２７３ ０．３３３３ －１．００００ ０．００００ －０．４０００ ０．００００ －１．００００
１８４２ ０．１８１８ －１．０４５５ ０．３３３３ －１．１６６７ ０．２０００ －０．７０００ ０．００００ －１．５０００ t
１８４３ ０．２７２７ －１．２７２７ ０．００００ －１．６６６７ ０．２０００ －１．００００ ０．６６６７ －１．３３３３
１８４４ ０．４５４５ －１．３１８２ ０．３３３３ －１．８３３３ Tt ０．２０００ －１．３０００ １．００００ －０．８３３３
１８４５ ０．３６３６ －１．４５４５ ０．６６６７ －１．６６６７ ０．００００ －１．８０００ ０．６６６７ －０．６６６７ p
１８４６ ０．４５４５ －１．５０００ １．００００ －１．１６６７ ０．２０００ －２．１０００ ０．３３３３ －０．８３３３
１８４７ ０．４５４５ －１．５４５５ Tt ０．６６６７ －１．００００ p ０．４０００ －２．２０００ Tt ０．３３３３ －１．００００
１８４８ ０．５４５５ －１．５０００ ０．３３３３ －１．１６６７ ０．８０００ －１．９０００ ０．３３３３ －１．１６６７
１８４９ ０．５４５５ －１．４５４５ ０．３３３３ －１．３３３３ １．００００ －１．４０００ ０．００００ －１．６６６７
１８５０ ０．７２７３ －１．２２７３ ０．３３３３ －１．５０００ t １．００００ －０．９０００ ０．６６６７ －１．５０００
１８５１ ０．６０００ －１．１２７３ １．００００ －１．００００ ０．６６６７ －０．７３３３ ０．００００ －２．００００
１８５２ ０．６０００ －１．０２７３ Pp １．００００ －０．５０００ Pp ０．６６６７ －０．５６６７ ０．００００ －２．５０００
１８５３ ０．４０００ －１．１２７３ ０．００００ －１．００００ ０．６６６７ －０．４０００ Pp ０．００００ －３．００００ Tt
１８５４ ０．３０００ －１．３２７３ ０．００００ －１．５０００ Tt ０．３３３３ －０．５６６７ ０．５０００ －３．００００
１８５５ ０．３０００ －１．５２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．００００ －１．０６６７ １．００００ －２．５０００
１８５６ ０．４０００ －１．６２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．１６６７ －１．４０００ １．００００ －２．００００ Pp
１８５７ ０．４０００ －１．７２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．５０００ －１．４０００ Tt ０．００００ －２．５０００
１８５８ ０．５０００ －１．７２７３ Tt ０．５０００ －１．５０００ ０．６６６７ －１．２３３３ ０．００００ －３．００００
１８５９ ０．６０００ －１．６２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．８３３３ －０．９０００ ０．００００ －３．５０００
１８６０ ０．５０００ －１．６２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．５０００ －０．９０００ ０．５０００ －３．５０００ Tt
１８６１ ０．６０００ －１．５２７３ ０．５０００ －１．５０００ ０．５０００ －０．９０００ p １．００００ －３．００００
１８６２ ０．５０００ －１．５２７３ １．００００ －１．００００ ０．１６６７ －１．２３３３ １．００００ －２．５０００
１８６３ ０．５０００ －１．５２７３ １．００００ －０．５０００ ０．１６６７ －１．５６６７ t １．００００ －２．００００ p
１８６４ ０．６０００ －１．４２７３ １．００００ －０．００００ ０．６６６７ －１．４０００ ０．００００ －２．５０００
１８６５ ０．６０００ －１．３２７３ ０．５０００ －０．００００ ０．８３３３ －１．０６６７ ０．００００ －３．００００
１８６６ ０．５０００ －１．３２７３ p ０．５０００ －０．００００ ０．６６６７ －０．９０００ p ０．００００ －３．５０００
１８６７ ０．３０００ －１．５２７３ １．００００ ０．５０００ ０．００００ －１．４０００ ０．５０００ －３．５０００ t
１８６８ ０．４０００ －１．６２７３ t １．００００ １．００００ ０．００００ －１．９０００ １．００００ －３．００００
１９６９ ０．６０００ －１．５２７３ １．００００ １．５０００ ０．３３３３ －２．０６６７ t １．００００ －２．５０００
１８７０ ０．７０００ －１．３２７３ １．００００ ２．００００ ０．６６６７ －１．９０００ ０．５０００ －２．５０００ p
１８７１ ０．７０００ －１．１２７３ ０．５０００ ２．００００ １．００００ －１．４０００ ０．００００ －３．００００
１８７２ ０．７０００ －０．９２７３ ０．５０００ ２．００００ １．００００ －０．９０００ ０．００００ －３．５０００
１８７３ ０．７０００ －０．７２７３ Pp ０．５０００ ２．００００ Pp ０．８３３３ －０．５６６７ Pp ０．５０００ －３．５０００
１８７４ ０．２０００ －１．０２７３ ０．００００ １．５０００ ０．１６６７ －０．９０００ ０．５０００ －３．５０００
１８７５ ０．１０００ －１．４２７３ ０．００００ １．００００ ０．００００ －１．４０００ ０．５０００ －３．５０００
１８７６ ０．４１６７ －１．５１０６ ０．２５００ ０．７５００ ０．５０００ －１．４０００ ０．５０００ －３．５０００
１８７７ ０．０８３３ －１．９２７３ ０．００００ ０．２５００ ０．２５００ －１．６５００ ０．００００ －４．００００
１８７８ ０．１６６７ －２．２６０６ ０．００００ －０．２５００ ０．２５００ －１．９０００ ０．２５００ －４．２５００
１８７９ ０．４１６７ －２．３４３９ ０．５０００ －０．２５００ ０．２５００ －２．１５００ ０．５０００ －４．２５００ t
１８８０ ０．５０００ －２．３４３９ t ０．５０００ －０．２５００ ０．２５００ －２．４０００ t ０．７５００ －４．００００
１８８１ ０．６６６７ －２．１７７３ ０．２５００ －０．５０００ ０．７５００ －２．１５００ １．００００ －３．５０００
１８８２ ０．６６６７ －２．０１０６ ０．２５００ －０．７５００ １．００００ －１．６５００ ０．７５００ －３．２５００
１８８３ ０．５０００ －２．０１０６ p ０．００００ －１．２５００ ０．７５００ －１．４０００ p ０．７５００ －３．００００
１８８４ ０．３３３３ －２．１７７３ ０．００００ －１．７５００ ０．２５００ －１．６５００ ０．７５００ －２．７５００ Pp
１８８５ ０．１６６７ －２．５１０６ ０．００００ －２．２５００ ０．２５００ －１．９０００ ０．２５００ －３．００００
１８８６ ０．２５００ －２．７６０６ Tt ０．２５００ －２．５０００ Tt ０．２５００ －２．１５００ Tt ０．２５００ －３．２５００
１８８７ ０．７５００ －２．５１０６ １．００００ －２．００００ １．００００ －１．６５００ ０．２５００ －３．５０００
１８８８ ０．７５００ －２．２６０６ １．００００ －１．５０００ １．００００ －１．１５００ ０．２５００ －３．７５００



年
総合 総合

山谷
先行 先行

山谷
一致 一致

山谷
遅行 遅行

山谷
HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI

１８８９ ０．７５００ －２．０１０６ １．００００ －１．００００ １．００００ －０．６５００ p ０．２５００ －４．００００ Tt
１８９０ ０．５８３３ －１．９２７３ ０．７５００ －０．７５００ ０．２５００ －０．９０００ ０．７５００ －３．７５００
１８９１ ０．５０００ －１．９２７３ ０．５０００ －０．７５００ ０．２５００ －１．１５００ ０．７５００ －３．５０００
１８９２ ０．５８３３ －１．８４３９ ０．５０００ －０．７５００ ０．２５００ －１．４０００ １．００００ －３．００００
１８９３ ０．５０００ －１．８４３９ ０．５０００ －０．７５００ ０．２５００ －１．６５００ ０．７５００ －２．７５００
１８９４ ０．６６６７ －１．６７７３ ０．７５００ －０．５０００ ０．５０００ －１．６５００ ０．７５００ －２．５０００
１８９５ ０．６６６７ －１．５１０６ １．００００ －０．００００ ０．２５００ －１．９０００ ０．７５００ －２．２５００ p
１８９６ ０．５０００ －１．５１０６ ０．７５００ ０．２５００ ０．５０００ －１．９０００ t ０．２５００ －２．５０００
１８９７ ０．５７１４ －１．４３９２ ０．７５００ ０．５０００ ０．８３３３ －１．５６６７ ０．００００ －３．００００
１８９８ ０．７８５７ －１．１５３５ １．００００ １．００００ １．００００ －１．０６６７ ０．２５００ －３．２５００
１８９９ ０．６４２９ －１．０１０６ ０．５０００ １．００００ Pp １．００００ －０．５６６７ ０．２５００ －３．５０００ t
１９００ ０．５０００ －１．０１０６ Pp ０．００００ ０．５０００ ０．５０００ －０．５６６７ Pp １．００００ －３．００００
１９０１ ０．４２８６ －１．０８２０ ０．２５００ ０．２５００ t ０．１６６７ －０．９０００ １．００００ －２．５０００
１９０２ ０．４２８６ －１．１５３５ ０．７５００ ０．５０００ ０．１６６７ －１．２３３３ ０．５０００ －２．５０００ Pp
１９０３ ０．３５７１ －１．２９６３ ０．７５００ ０．７５００ ０．１６６７ －１．５６６７ ０．２５００ －２．７５００
１９０４ ０．４２８６ －１．３６７７ t ０．７５００ １．００００ ０．５０００ －１．５６６７ t ０．００００ －３．２５００
１９０５ ０．６４２９ －１．２２４９ ０．５０００ １．００００ p １．００００ －１．０６６７ ０．２５００ －３．５０００
１９０６ ０．５７１４ －１．１５３５ ０．２５００ ０．７５００ １．００００ －０．５６６７ ０．２５００ －３．７５００
１９０７ ０．５０００ －１．１５３５ p ０．２５００ ０．５０００ ０．８３３３ －０．２３３３ p ０．２５００ －４．００００
１９０８ ０．２８５７ －１．３６７７ ０．２５００ ０．２５００ ０．３３３３ －０．４０００ ０．２５００ －４．２５００
１９０９ ０．４２８６ －１．４３９２ ０．５０００ ０．２５００ ０．５０００ －０．４０００ t ０．２５００ －４．５０００
１９１０ ０．４２８６ －１．５１０６ ０．２５００ －０．００００ ０．６６６７ －０．２３３３ ０．２５００ －４．７５００
１９１１ ０．５０００ －１．５１０６ ０．５０００ －０．００００ ０．５０００ －０．２３３３ p ０．５０００ －４．７５００
１９１２ ０．３５７１ －１．６５３５ ０．２５００ －０．２５００ ０．３３３３ －０．４０００ ０．５０００ －４．７５００
１９１３ ０．２１４３ －１．９３９２ ０．００００ －０．７５００ ０．１６６７ －０．７３３３ ０．５０００ －４．７５００ t
１９１４ ０．４２８６ －２．０１０６ ０．５０００ －０．７５００ Tt ０．１６６７ －１．０６６７ ０．７５００ －４．５０００
１９１５ ０．５０００ －２．０１０６ ０．７５００ －０．５０００ ０．１６６７ －１．４０００ ０．７５００ －４．２５００ p
１９１６ ０．４３７５ －２．０７３１ Tt ０．５０００ －０．５０００ ０．５０００ －１．４０００ Tt ０．２５００ －４．５０００
１９１７ ０．６２５０ －１．９４８１ ０．７５００ －０．２５００ ０．７５００ －１．１５００ ０．２５００ －４．７５００
１９１８ ０．６２５０ －１．８２３１ ０．７５００ －０．００００ ０．７５００ －０．９０００ ０．２５００ －５．００００ Tt
１９１９ ０．８７５０ －１．４４８１ ０．５０００ －０．００００ １．００００ －０．４０００ １．００００ －４．５０００
１９２０ ０．８１２５ －１．１３５６ p ０．５０００ －０．００００ ０．８７５０ －０．０２５０ p １．００００ －４．００００
１９２１ ０．４３７５ －１．１９８１ ０．５０００ －０．００００ ０．３７５０ －０．１５００ ０．５０００ －４．００００
１９２２ ０．４３７５ －１．２６０６ ０．７５００ ０．２５００ ０．２５００ －０．４０００ ０．５０００ －４．００００
１９２３ ０．５０００ －１．２６０６ t ０．７５００ ０．５０００ ０．２５００ －０．６５００ t ０．７５００ －３．７５００
１９２４ ０．６２５０ －１．１３５６ ０．５０００ ０．５０００ Pp ０．６２５０ －０．５２５０ ０．７５００ －３．５０００
１９２５ ０．５６２５ －１．０７３１ ０．２５００ ０．２５００ ０．７５００ －０．２７５０ ０．５０００ －３．５０００
１９２６ ０．６２５０ －０．９４８１ ０．５０００ ０．２５００ ０．７５００ －０．０２５０ ０．５０００ －３．５０００
１９２７ ０．６２５０ －０．８２３１ Pp ０．５０００ ０．２５００ ０．５０００ －０．０２５０ Pp １．００００ －３．００００
１９２８ ０．４３７５ －０．８８５６ ０．７５００ ０．５０００ ０．１２５０ －０．４０００ ０．７５００ －２．７５００ Pp
１９２９ ０．１２５０ －１．２６０６ ０．２５００ ０．２５００ ０．００００ －０．９０００ ０．２５００ －３．００００
１９３０ ０．１８７５ －１．５７３１ ０．２５００ －０．００００ ０．２５００ －１．１５００ ０．００００ －３．５０００
１９３１ ０．３１２５ －１．７６０６ ０．２５００ －０．２５００ ０．３７５０ －１．２７５０ ０．２５００ －３．７５００
１９３２ ０．４３７５ －１．８２３１ Tt ０．５０００ －０．２５００ Tt ０．５０００ －１．２７５０ Tt ０．２５００ －４．００００
１９３３ ０．６２５０ －１．６９８１ ０．７５００ －０．００００ ０．７５００ －１．０２５０ ０．２５００ －４．２５００
１９３４ ０．７５００ －１．４４８１ ０．５０００ －０．００００ p １．００００ －０．５２５０ ０．５０００ －４．２５００ Tt
１９３５ ０．８１２５ －１．１３５６ ０．２５００ －０．２５００ １．００００ －０．０２５０ １．００００ －３．７５００
１９３６ ０．６８７５ －０．９４８１ ０．００００ －０．７５００ ０．８７５０ ０．３５００ １．００００ －３．２５００
１９３７ ０．５０００ －０．９４８１ p ０．００００ －１．２５００ t ０．５０００ ０．３５００ p １．００００ －２．７５００
１９３８ ０．３１２５ －１．１３５６ ０．５０００ －１．２５００ ０．００００ －０．１５００ ０．７５００ －２．５０００

（出所） Boomgaard, Korthals Altes（１９９１；１９９４）, Creutzbrg and van Laanen（１９８０）, Indisch Verslag II（１９３１―

１９４１）, Mansvelt and Creutzbrg（１９７５；１９７６；１９７７；１９７８）, Mithell（１９８２）, Polak（n.d.），�蘭印統計書１９４０
年版�を基に筆者作成。

（注） �１ HDIの作成は，選択した HDIの各系列の３～４年の在庫変動と統計資料の蓋然性を除いた修正変化率

を用いた。HDIの各系列の修正変化率は，各系列の原データの前年比変化率の山と谷の平均周期を小数

点第１位まで求め，平均周期が２．０～２．２年である場合２年間隔年平均変化率，２．３～２．７年である場合２．５

年間隔年平均変化率，２．８～３．２年である場合３年間隔年平均変化率，３．３～３．７年である場合３．５年間隔年



平均変化率，３．８～４．２年である場合４年間隔年平均変化率，４．３～４．７年である場合４．５年間隔年平均変化

率，４．８～５．２年である場合５年間隔年平均変化率，５．３～５．７年である場合５．５年間隔年平均変化率で修正

した変化率を用いた。ただし，５．８年以上である場合，修正の必要がないと判断し前年比変化率をそのま

ま用いた。各定義は，下記の通りである。

２年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

X（t＋１）＝（１＋gt）２X（t－１）
２．５年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

（X（t＋１）Xt）１／２＝（１＋gt）２．５X（t－２）
３年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

X（t＋１）＝（１＋gt）３X（t－２）
３．５年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

（X（t＋２）X（t＋１））１／２＝（１＋gt）３．５X（t－２）
４年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

X（t＋２）＝（１＋gt）４X（t－２）
４．５年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

（X（t＋２）X（t＋１））１／２＝（１＋gt）４．５X（t－３）
５年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g＝t年の成長率

X（t＋２）＝（１＋gt）５X（t－３）
５．５年間隔年平均変化率 X＝変数 下付き文字＝年 g=t年の成長率

（X（t＋３）X（t＋２））１／２＝（１＋gt）５．５X（t－３）
�２ 累積 HDIの定義は，次の通りである［藤野１９９０，２９０参照］。ただし，実物経済累積 HDIの１８３１年の

値はゼロとし，物価累積 HDIの１８２７年の値はゼロとした。

（累積 DI）t＝t年の累積 DI値，DIt＝t年の DI値，（累積 DI）t－１＝t年の前年の累積 DI値

（累積 DI）t＝（累積 DI）t－１＋（DIt－０．５）

�３ 実物経済 HDI系列の実質化に用いたデフレーターは，総合デフレーター，資本デフレーター，資本財

輸入デフレーター，総合輸出価格および総合輸入価格の５デフレーターである。

�４ HDIの作成は，下記の各系列の修正変化率を用いた。

１８３２～１８５０年：実物経済 HDI（１１系列），先行指数（政府歳入額〔１９１３年価格〕，政府歳出額〔１９１３年

価格〕，資本財輸入額〔１９１３年価格〕），一致指数（政府関税収入額〔１９１３年価格〕，政府歳入額／歳出額

〔名目値〕，コーヒー生産量，輸入額〔１９１３年価格〕，ジャワ銀行経常損益〔１９１３年価格〕），遅行指数（錫

生産量，輸出額〔１９１３年価格〕，輸出額／輸入額〔名目値〕）。

１８５１～１８７５年：実物経済 HDI（１０系列），先行指数（錫生産量，５品目輸出額〔１９１３年価格〕），一致指

数（農産物４品目生産額〔１９３１年価格〕，資本財輸入額〔１９１３年価格〕，輸出額〔１９１３年価格〕，輸入額

〔１９１３年価格〕，ジャワ銀行商業銀行業務取扱い額〔１９１３年価格〕，ジャワ銀行銀行券発行高〔１９１３年価

格〕），遅行指数（政府歳入額／歳出額〔名目値〕，輸出額／輸入額〔名目値〕）。

１８７６～１８９５年：実物経済 HDI（１２系列），先行指数（政府歳出額〔１９１３年価格〕，農産物４品目生産額

〔１９３１年価格〕，民間蒸気機関使用台数，輸出額〔１９１３年価格〕），一致指数（資本財輸入額〔１９１３年価格〕，

政府潅漑水利支出額〔１９１３年価格〕，現金通貨流通量〔１９１３年価格〕，ジャワ銀行銀行券発行高〔１９１３年価

格〕），遅行指数（政府歳入額／歳出額〔名目値〕，５品目輸出額〔１９１３年価格〕，ジャワ銀行商業銀行業務

取扱い額〔１９１３年価格〕，輸出額／輸入額〔名目値〕）。

１８９６～１９１５年：実物経済 HDI（１４系列），先行指数（農産物４品目生産額〔１９３１年価格〕，輸出額〔１９１３

年価格〕，政府歳入額／歳出額〔名目値〕，ジャワ銀行を除く３大銀行の借入金〔１９１３年価格〕），一致指数

（錫生産量，民間蒸気機関使用台数，資本財輸入額〔１９１３年価格〕，輸入額〔１９１３年価格〕，現金通貨流通

量〔１９１３年価格〕，政府歳入額〔１９１３年価格〕），遅行指数（原油生産量，政府公共事業支出額〔１９１３年価

格〕，輸出額／輸入額〔名目値〕，ジャワ銀行経常損益〔１９１３年価格〕）。

１９１６～１９３８年：実物経済 HDI（１６系列），先行指数（原油生産量，輸出額〔１９１３年価格〕，輸出額／輸

入額〔名目値〕，ジャワ銀行商業銀行業務取扱い額〔１９１３年価格〕），一致指数（政府歳入額〔１９１３年価格〕，

政府地租歳入構成比（名目値―逆サイクル），錫生産量，民間蒸気機関使用台数，資本財輸入額〔１９１３年

価格〕，輸入額〔１９１３年価格〕，農産物５品目輸出額〔１９３１年価格〕，ジャワ銀行を除く３大銀行の借入金

〔１９１３年価格〕），遅行指数（農産物６品目生産額〔１９３１年価格〕，石炭生産量，鉄道事業支出額〔１９１３年価

格〕，現金通貨流通量〔１９１３年価格〕）。

�５ その他は，表３注参照。



付表２ 物価累積 HDI

年
総合 総合

山谷
先行 先行

山谷
一致 一致

山谷
遅行 遅行

山谷
HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI

１８２８ ０．６６６７ ０．１６６７ １．００００ ０．５０００ ０．６６６７ ０．１６６７ ０．００００ －０．５０００

１８２９ ０．５５５６ ０．２２２２ １．００００ １．００００ ０．５０００ ０．１６６７ ０．００００ －１．００００

１８３０ ０．４４４４ ０．１６６７ １．００００ １．５０００ ０．３３３３ ０．００００ ０．００００ －１．５０００

１８３１ ０．３３３３ ０．００００ ０．５０００ １．５０００ ０．３３３３ －０．１６６７ ０．００００ －２．００００ t

１８３２ ０．６６６７ ０．１６６７ ０．５０００ １．５０００ Pp ０．６６６７ ０．００００ １．００００ －１．５０００

１８３３ ０．５５５６ ０．２２２２ ０．００００ １．００００ ０．６６６７ ０．１６６７ １．００００ －１．００００

１８３４ ０．６６６７ ０．３８８９ ０．００００ ０．５０００ ０．８３３３ ０．５０００ １．００００ －０．５０００

１８３５ ０．６６６７ ０．５５５６ ０．５０００ ０．５０００ ０．６６６７ ０．６６６７ １．００００ ０．００００

１８３６ ０．６６６７ ０．７２２２ Pp ０．５０００ ０．５０００ ０．６６６７ ０．８３３３ Pp １．００００ ０．５０００

１８３７ ０．２２２２ ０．４４４４ ０．５０００ ０．５０００ ０．００００ ０．３３３３ １．００００ １．００００

１８３８ ０．２２２２ ０．１６６７ ０．５０００ ０．５０００ Ktt ０．００００ －０．１６６７ １．００００ １．５０００ Pp

１８３９ ０．２２２２ －０．１１１１ １．００００ １．００００ ０．００００ －０．６６６７ ０．００００ １．００００

１８４０ ０．１１１１ －０．５０００ ０．５０００ １．００００ ０．００００ －１．１６６７ ０．００００ ０．５０００

１８４１ ０．３３３３ －０．６６６７ Ktt ０．５０００ １．００００ p ０．３３３３ －１．３３３３ Ktt ０．００００ ０．００００ Ktt

１８４２ ０．７７７８ －０．３８８９ ０．００００ ０．５０００ １．００００ －０．８３３３ １．００００ ０．５０００

１８４３ ０．８８８９ －０．００００ ０．５０００ ０．５０００ t １．００００ －０．３３３３ １．００００ １．００００

１８４４ ０．７７７８ ０．２７７８ p １．００００ １．００００ ０．６６６７ －０．１６６７ p １．００００ １．５０００

１８４５ ０．４４４４ ０．２２２２ ０．５０００ １．００００ ０．３３３３ －０．３３３３ １．００００ ２．００００

１８４６ ０．３３３３ ０．０５５６ ０．５０００ １．００００ ０．１６６７ －０．６６６７ １．００００ ２．５０００ p

１８４７ ０．３３３３ －０．１１１１ t １．００００ １．５０００ ０．１６６７ －１．００００ t ０．００００ ２．００００

１８４８ ０．６６６７ ０．０５５６ ０．５０００ １．５０００ ０．８３３３ －０．６６６７ ０．００００ １．５０００

１８４９ ０．６６６７ ０．２２２２ ０．５０００ １．５０００ ０．８３３３ －０．３３３３ ０．００００ １．００００

１８５０ ０．６６６７ ０．３８８９ ０．５０００ １．５０００ ０．８３３３ ０．００００ ０．００００ ０．５０００

１８５１ ０．４４４４ ０．３３３３ ０．００００ １．００００ ０．５０００ ０．００００ ０．５０００ ０．５０００

１８５２ ０．６６６７ ０．５０００ １．００００ １．５０００ ０．６６６７ ０．１６６７ ０．５０００ ０．５０００

１８５３ ０．７７７８ ０．７７７８ １．００００ ２．００００ ０．８３３３ ０．５０００ ０．５０００ ０．５０００

１８５４ ０．８８８９ １．１６６７ １．００００ ２．５０００ １．００００ １．００００ ０．５０００ ０．５０００

１８５５ ０．７７７８ １．４４４４ １．００００ ３．００００ ０．８３３３ １．３３３３ ０．５０００ ０．５０００

１８５６ ０．６６６７ １．６１１１ Kpp １．００００ ３．５０００ Kpp ０．６６６７ １．５０００ Kpp ０．５０００ ０．５０００

１８５７ ０．１１１１ １．２２２２ ０．００００ ３．００００ ０．１６６７ １．１６６７ ０．００００ ０．００００

１８５８ ０．１１１１ ０．８３３３ ０．００００ ２．５０００ ０．１６６７ ０．８３３３ ０．００００ －０．５０００

１８５９ ０．１１１１ ０．４４４４ t ０．００００ ２．００００ ０．１６６７ ０．５０００ t ０．００００ －１．００００

１８６０ ０．６６６７ ０．６１１１ ０．００００ １．５０００ ０．８３３３ ０．８３３３ ０．５０００ －１．００００

１８６１ ０．６６６７ ０．７７７８ ０．００００ １．００００ ０．８３３３ １．１６６７ ０．５０００ －１．００００

１８６２ ０．６６６７ ０．９４４４ p ０．００００ ０．５０００ ０．８３３３ １．５０００ p ０．５０００ －１．００００

１８６３ ０．２２２２ ０．６６６７ ０．００００ ０．００００ ０．１６６７ １．１６６７ ０．５０００ －１．００００

１８６４ ０．１１１１ ０．２７７８ ０．００００ －０．５０００ ０．１６６７ ０．８３３３ ０．００００ －１．５０００

１８６５ ０．２２２２ －０．００００ ０．００００ －１．００００ Tt ０．３３３３ ０．６６６７ ０．００００ －２．００００

１８６６ ０．４４４４ －０．０５５６ Tt １．００００ －０．５０００ ０．５０００ ０．６６６７ Tt ０．００００ －２．５０００

１８６７ ０．５５５６ －０．００００ １．００００ ０．００００ ０．６６６７ ０．８３３３ ０．００００ －３．００００

１８６８ ０．７７７８ ０．２７７８ １．００００ ０．５０００ Pp ０．８３３３ １．１６６７ ０．５０００ －３．００００ Tt

１８６９ ０．７７７８ ０．５５５６ ０．００００ ０．００００ ０．８３３３ １．５０００ １．００００ －２．５０００

１８７０ ０．７７７８ ０．８３３３ ０．００００ －０．５０００ ０．８３３３ １．８３３３ １．００００ －２．００００

１８７１ ０．５５５６ ０．８８８９ ０．００００ －１．００００ ０．５０００ １．８３３３ １．００００ －１．５０００

１８７２ ０．５５５６ ０．９４４４ Pp ０．００００ －１．５０００ ０．５０００ １．８３３３ Pp １．００００ －１．００００

１８７３ ０．２２２２ ０．６６６７ ０．００００ －２．００００ ０．１６６７ １．５０００ ０．５０００ －１．００００ Pp

１８７４ ０．１１１１ ０．２７７８ ０．００００ －２．５０００ ０．１６６７ １．１６６７ ０．００００ －１．５０００

１８７５ ０．３３３３ ０．１１１１ １．００００ －２．００００ ０．３３３３ １．００００ ０．００００ －２．００００

１８７６ ０．２７２７ －０．１１６２ ０．２０００ －２．３０００ ０．２０００ ０．７０００ t １．００００ －１．５０００

１８７７ ０．３６３６ －０．２５２５ ０．２０００ －２．６０００ ０．６０００ ０．８０００ ０．００００ －２．００００

１８７８ ０．４５４５ －０．２９８０ t ０．２０００ －２．９０００ ０．８０００ １．１０００ ０．００００ －２．５０００



年
総合 総合

山谷
先行 先行

山谷
一致 一致

山谷
遅行 遅行

山谷
HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI

１８７９ ０．５４５５ －０．２５２５ ０．４０００ －３．００００ ０．８０００ １．４０００ ０．００００ －３．００００ t

１８８０ ０．６３６４ －０．１１６２ p ０．６０００ －２．９０００ ０．６０００ １．５０００ p １．００００ －２．５０００

１８８１ ０．４５４５ －０．１６１６ ０．４０００ －３．００００ ０．４０００ １．４０００ １．００００ －２．００００ p

１８８２ ０．１８１８ －０．４７９８ ０．４０００ －３．１０００ ０．００００ ０．９０００ ０．００００ －２．５０００

１８８３ ０．１８１８ －０．７９８０ ０．４０００ －３．２０００ Tt ０．００００ ０．４０００ ０．００００ －３．００００

１８８４ ０．２７２７ －１．０２５３ Tt ０．６０００ －３．１０００ ０．００００ －０．１０００ Tt ０．００００ －３．５０００ Tt

１８８５ ０．８１８２ －０．７０７１ １．００００ －２．６０００ ０．６０００ ０．００００ １．００００ －３．００００

１８８６ ０．９０９１ －０．２９８０ １．００００ －２．１０００ ０．８０００ ０．３０００ １．００００ －２．５０００

１８８７ ０．８１８２ ０．０２０２ ０．６０００ －２．００００ Pp １．００００ ０．８０００ １．００００ －２．００００

１８８８ ０．６３６４ ０．１５６６ Pp ０．２０００ －２．３０００ １．００００ １．３０００ Pp １．００００ －１．５０００

１８８９ ０．１８１８ －０．１６１６ ０．００００ －２．８０００ ０．２０００ １．００００ １．００００ －１．００００

１８９０ ０．２７２７ －０．３８８９ ０．２０００ －３．１０００ ０．２０００ ０．７０００ １．００００ －０．５０００

１８９１ ０．３６３６ －０．５２５３ ０．４０００ －３．２０００ ０．２０００ ０．４０００ １．００００ ０．００００

１８９２ ０．２７２７ －０．７５２５ ０．４０００ －３．３０００ ０．００００ －０．１０００ １．００００ ０．５０００ Pp

１８９３ ０．１８１８ －１．０７０７ ０．４０００ －３．４０００ ０．００００ －０．６０００ ０．００００ ０．００００

１８９４ ０．２７２７ －１．２９８０ Ktt ０．４０００ －３．５０００ Ktt ０．２０００ －０．９０００ Ktt ０．００００ －０．５０００

１８９５ ０．７２７３ －１．０７０７ ０．６０００ －３．４０００ １．００００ －０．４０００ ０．００００ －１．００００

１８９６ ０．７２７３ －０．８４３４ ０．６６６７ －３．２３３３ １．００００ ０．１０００ ０．３３３３ －１．１６６７

１８９７ ０．５４５５ －０．７９８０ ０．６６６７ －３．０６６７ Pp ０．６０００ ０．２０００ ０．３３３３ －１．３３３３ Ktt

１８９８ ０．５４５５ －０．７５２５ ０．３３３３ －３．２３３３ ０．６０００ ０．３０００ ０．６６６７ －１．１６６７

１８９９ ０．５４５５ －０．７０７１ ０．００００ －３．７３３３ ０．６０００ ０．４０００ １．００００ －０．６６６７ p

１９００ ０．４５４５ －０．７５２５ ０．００００ －４．２３３３ ０．８０００ ０．７０００ ０．３３３３ －０．８３３３

１９０１ ０．５４５５ －０．７０７１ ０．３３３３ －４．４０００ t ０．８０００ １．００００ ０．３３３３ －１．００００ t

１９０２ ０．６３６４ －０．５７０７ ０．６６６７ －４．２３３３ ０．６０００ １．１０００ ０．６６６７ －０．８３３３

１９０３ ０．９０９１ －０．１６１６ １．００００ －３．７３３３ ０．８０００ １．４０００ １．００００ －０．３３３３

１９０４ １．００００ ０．３３８４ １．００００ －３．２３３３ Pp １．００００ １．９０００ １．００００ ０．１６６７

１９０５ ０．５４５５ ０．３８３８ Pp ０．３３３３ －３．４０００ ０．６０００ ２．００００ Pp ０．６６６７ ０．３３３３

１９０６ ０．３６３６ ０．２４７５ ０．３３３３ －３．５６６７ ０．２０００ １．７０００ ０．６６６７ ０．５０００ Pp

１９０７ ０．１８１８ －０．０７０７ ０．３３３３ －３．７３３３ Tt ０．００００ １．２０００ ０．３３３３ ０．３３３３

１９０８ ０．４５４５ －０．１１６２ Tt １．００００ －３．２３３３ ０．２０００ ０．９０００ Tt ０．３３３３ ０．１６６７

１９０９ ０．７２７３ ０．１１１１ １．００００ －２．７３３３ ０．８０００ １．２０００ ０．３３３３ －０．００００ Tt

１９１０ ０．８１８２ ０．４２９３ ０．６６６７ －２．５６６７ p １．００００ １．７０００ ０．６６６７ ０．１６６７

１９１１ ０．７２７３ ０．６５６６ p ０．３３３３ －２．７３３３ １．００００ ２．２０００ p ０．６６６７ ０．３３３３

１９１２ ０．２７２７ ０．４２９３ ０．３３３３ －２．９０００ ０．００００ １．７０００ ０．６６６７ ０．５０００

１９１３ ０．１８１８ ０．１１１１ t ０．００００ －３．４０００ ０．００００ １．２０００ t ０．６６６７ ０．６６６７

１９１４ ０．５４５５ ０．１５６６ ０．３３３３ －３．５６６７ t ０．６０００ １．３０００ ０．６６６７ ０．８３３３

１９１５ ０．９０９１ ０．５６５７ ０．６６６７ －３．４０００ １．００００ １．８０００ １．００００ １．３３３３

１９１６ ０．７７７８ ０．８４３４ １．００００ －２．９０００ ０．６０００ １．９０００ １．００００ １．８３３３

１９１７ ０．６６６７ １．０１０１ １．００００ －２．４０００ Kpp ０．６０００ ２．００００ ０．６６６７ ２．００００

１９１８ ０．５５５６ １．０６５７ Kpp ０．００００ －２．９０００ ０．６０００ ２．１０００ Kpp ０．６６６７ ２．１６６７ Kpp

１９１９ ０．３３３３ ０．８９９０ ０．００００ －３．４０００ ０．４０００ ２．００００ ０．３３３３ ２．００００

１９２０ ０．１１１１ ０．５１０１ ０．００００ －３．９０００ t ０．２０００ １．７０００ ０．００００ １．５０００

１９２１ ０．１１１１ ０．１２１２ １．００００ －３．４０００ ０．００００ １．２０００ ０．００００ １．００００

１９２２ ０．２２２２ －０．１５６６ t １．００００ －２．９０００ ０．２０００ ０．９０００ t ０．００００ ０．５０００ t

１９２３ ０．９０００ ０．２４３４ １．００００ －２．４０００ ０．８０００ １．２０００ １．００００ １．００００

１９２４ １．００００ ０．７４３４ １．００００ －１．９０００ p １．００００ １．７０００ １．００００ １．５０００

１９２５ ０．５０００ ０．７４３４ p ０．００００ －２．４０００ ０．２０００ １．４０００ p １．００００ ２．００００

１９２６ ０．３０００ ０．５４３４ ０．００００ －２．９０００ ０．００００ ０．９０００ ０．７５００ ２．２５００

１９２７ ０．２０００ ０．２４３４ ０．００００ －３．４０００ ０．００００ ０．４０００ ０．５０００ ２．２５００

１９２８ ０．３０００ ０．０４３４ ０．００００ －３．９０００ ０．００００ －０．１０００ ０．７５００ ２．５０００

１９２９ ０．２０００ －０．２５６６ ０．００００ －４．４０００ ０．００００ －０．６０００ ０．５０００ ２．５０００ p

１９３０ ０．００００ －０．７５６６ ０．００００ －４．９０００ ０．００００ －１．１０００ ０．００００ ２．００００



（出所） 付表１に同じ。

（注） �１ HDIの作成は，下記の各系列の修正変化率を用いた。

１８２８～１８５０年：物価 HDI（９系列），先行指数（コーヒー輸出価格〔算術平均価格〕，飲料・食物輸入

価格〔算術平均価格〕），一致指数（砂糖輸出価格〔算術平均価格〕，錫輸出価格〔算術平均価格〕，繊維・

同製品輸入価格〔算術平均価格〕，総合貿易デフレーター〔パーシェ式価格〕，総合輸出価格〔フィシャー

式価格〕，総合輸入価格〔フィシャー式価格〕），遅行指数（金属・同製品輸入価格〔算術平均価格〕）。

１８５１～１８７５年：物価 HDI（９系列），先行指数（錫輸出価格〔算術平均価格〕），一致指数（砂糖輸出価

格〔算術平均価格〕，繊維・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，飲料・食物輸入価格〔算術平均価格〕，金

属・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，総合貿易デフレーター〔パーシェ式価格〕，総合輸出価格〔フィシ

ャー式価格〕），遅行指数（コーヒー輸出価格〔算術平均価格〕，総合輸入価格〔算術平均価格〕）。

１８７６～１８９５年：物価 HDI（１１系列），先行指数（コーヒー輸出価格〔算術平均価格〕，香辛料輸出価格

〔算術平均価格〕，錫輸出価格〔算術平均価格〕，飲料・食物輸入価格〔算術平均価格〕，総合輸出価格〔フ

ィシャー式価格〕），一致指数（繊維・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，米輸入価格〔算術平均価格〕，金

属・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，総合貿易デフレーター〔パーシェ式価格〕，総合輸入価格〔フィシ

ャー式価格〕），遅行指数（砂糖輸出価格〔算術平均価格〕）。

１８９６～１９１５年：物価 HDI（１１系列），先行指数（香辛料輸出価格〔算術平均価格〕，飲料・食物輸入価

格〔算術平均価格〕，総合輸出価格〔フィシャー式価格〕），一致指数（錫輸出価格〔算術平均価格〕，繊

維・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，米輸入価格〔算術平均価格〕，総合貿易デフレーター〔パーシェ式

価格〕，総合輸入価格〔フィシャー式価格〕），遅行指数（砂糖輸出価格〔算術平均価格〕，コーヒー輸出価

格〔算術平均価格〕，金属・同製品輸入価格〔算術平均価格〕）。

１９１６～１９３２年および１９３３～１９３８年：物価 HDI（１０系列〔ただし，１９１６～１９２２年物価 HDI９系列〕），先

行指数（錫輸出価格〔算術平均価格〕），一致指数（繊維・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，総合貿易デ

フレーター〔パーシェ式価格〕，総合輸出価格〔フィシャー式価格〕，総合輸入価格〔フィシャー式価格〕，

輸出農産物７品目卸売価格〔ラスパイレス式価格〕），遅行指数（石油・同製品輸出価格〔算術平均価格〕，

金属・同製品輸入価格〔算術平均価格〕，食物２品目卸売価格〔ラスパイレス式価格〕，生計費〔パーシェ

式価格；１９２３年以降〕）。

�２ その他は，付表１および表３注参照。

年
総合 総合

山谷
先行 先行

山谷
一致 一致

山谷
遅行 遅行

山谷
HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI HDI 累積 HDI

１９３１ ０．００００ －１．２５６６ Tt ０．００００ －５．４０００ Tt ０．００００ －１．６０００ Tt ０．００００ １．５０００

１９３２ ０．６０００ －１．１５６６ １．００００ －４．９０００ １．００００ －１．１０００ ０．００００ １．００００ Tt

１９３３ ０．９０００ －０．７５６６ １．００００ －４．４０００ １．００００ －０．６０００ ０．７５００ １．２５００

１９３４ １．００００ －０．２５６６ １．００００ －３．９０００ p １．００００ －０．１０００ １．００００ １．７５００
１９３５ ０．９０００ ０．１４３４ ０．００００ －４．４０００ １．００００ ０．４０００ １．００００ ２．２５００
１９３６ ０．８０００ ０．４４３４ ０．００００ －４．９０００ ０．８０００ ０．７０００ １．００００ ２．７５００
１９３７ ０．８０００ ０．７４３４ ０．００００ －５．４０００ t ０．８０００ １．００００ p １．００００ ３．２５００
１９３８ ０．７０００ ０．９４３４ １．００００ －４．９０００ ０．４０００ ０．９０００ １．００００ ３．７５００


